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児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（扶養義務者用）

別表第１（第４条関係）

徴収金基準額表（扶養義務者用）

各月初日の措置児童等の属する世帯の階

層区分

徴収金基準額

（月額）

各月初日の措置児童等の属する世帯の階

層区分

徴収金基準額

（月額）

階層区

分

定義 入所施設 知的障害

児通園施

設、難聴

幼児通園

施設、肢

体不自由

児施設通

階層区

分

定義 入所施設 知的障害

児通園施

設、難聴

幼児通園

施設、肢

体不自由

児施設通
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園部、母

子生活支

援施設、

児童自立

支援施設

通所部及

び情緒障

害児短期

治療施設

通所部

園部及び

母子生活

支援施設

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による被保護世帯（単

給世帯を含む。）及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進

及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律（平成６年法律

第３０号）による支援給付受給

世帯

円

省略

円

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）による被保護世帯（単

給世帯を含む。）

円

省略

円

Ｂ～

Ｃ２

省略

Ｂ～

Ｃ２

省略

Ｄ１ Ａ階層及び

Ｂ階層を除

き、前年分

の所得税課

税世帯であ

つて、その

所得税の額

の区分が次

の区分に該

当する世帯

１５，０００円以下 省略 Ｄ１ Ａ階層及び

Ｂ階層を除

き、前年分

の所得税課

税世帯であ

つて、その

所得税の額

の区分が次

の区分に該

当する世帯

３０，０００円以下 省略

Ｄ２ １５，００１円から

４０，０００円まで

省略 Ｄ２ ３０，００１円から

８０，０００円まで

省略

Ｄ３ ４０，００１円から

７０，０００円まで

省略 Ｄ３ ８０，００１円から

１４０，０００円まで

省略

Ｄ４ ７０，００１円から

１８３，０００円まで

省略 Ｄ４ １４０，００１円から

２８０，０００円まで

省略

Ｄ５ １８３，００１円から

４０３，０００円まで

省略 Ｄ５ ２８０，００１円から

５００，０００円まで

省略

Ｄ６ ４０３，００１円から

７０３，０００円まで

省略 Ｄ６ ５００，００１円から

８００，０００円まで

省略

Ｄ７ ７０３，００１円から

１，０７８，０００円まで

省略 Ｄ７ ８００，００１円から

１，１６０，０００円まで

省略

Ｄ８ １，０７８，００１円から

１，６３２，０００円まで

省略 Ｄ８ １，１６０，００１円から

１，６５０，０００円まで

省略

Ｄ９ １，６３２，００１円から

２，３０３，０００円まで

省略 Ｄ９ １，６５０，００１円から

２，２６０，０００円まで

省略

Ｄ１０ ２，３０３，００１円から

３，１１７，０００円まで

省略 Ｄ１０ ２，２６０，００１円から

３，０００，０００円まで

省略

Ｄ１１ ３，１１７，００１円から

４，１７３，０００円まで

省略 Ｄ１１ ３，０００，００１円から

３，９６０，０００円まで

省略

Ｄ１２ ４，１７３，００１円から

５，３３４，０００円まで

省略 Ｄ１２ ３，９６０，００１円から

５，０３０，０００円まで

省略

Ｄ１３ ５，３３４，００１円から

６，６７４，０００円まで

省略 Ｄ１３ ５，０３０，００１円から

６，２７０，０００円まで

省略

Ｄ１４ ６，６７４，００１円以上 省略 Ｄ１４ ６，２７０，００１円以上 省略
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備考

１ 省略

２ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する

均等割の額をいい、Ｃ２階層における「所得割の額」とは同

項第２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合に

は、同法第３１４条の７、同法附則第５条第３項及び第５条の

４第６項の規定は、適用しないものとする。）の額をい

う。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつた

場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控

除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。

３ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）

及び災害被害者に対する租

税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第１７５

号）の規定によつて計算された所得税の額をいう。ただ

し、所得税額を計算する場合には、次の規定は、適用しな

いものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項、第２項及び第３項、第

４１条の２、第４１条の１９の２第１項並びに第４１条の１９の３

第１項

� 省略

４～６ 省略

７ 同一世帯から２人以上の措置児童等が入所している場合

においては、その月の措置費等の徴収金基準額の最も多額

な措置児童等以外の措置児童等については、その施設のこ

の表の徴収金基準額に０．１を乗じて得た額をもつてその措置

児童等の徴収金基準額とする。ただし、平成１８年１０月１日

以降において、措置児童等の属する世帯の扶養義務者が、

法第２４条の２に規定する障害児施設給付費を支給されてい

る場合又は同一世帯の児童が障害者自立支援法第５条第７

項の児童デイサービスを利用している場合は、当該措置児

童等の世帯に係る徴収金基準額については、「児童入所施

設に係る徴収金基準額＋児童入所施設に係る徴収金基準額

×０．１×（当該世帯における施設入所児童の人数－１）」を

当該世帯に係る上限（当該世帯における措置児童等に係る

徴収金基準額が、児童自立支援施設通所部、情緒障害児短

期治療施設通所部、「障害児施設措置費（給付費等）国庫

負担金について（平成１９年１２月１８日付け厚生労働省発障第

１２１８００２号厚生労働事務次官通知）

（以下「１２１８００２号通

知」という。）」の別表４―１障害児施設徴収金基準額表

（扶養義務者用）に定める知的障害児通園施設、難聴幼児

通園施設及び肢体不自由児施設通園部の徴収金基準額であ

る場合は、当該世帯における施設入所児童の徴収金基準額

の合算額を当該世帯の上限額とする。なお、法第２４条の２

に規定する障害児施設に入所している児童等に係る徴収金

基準額は、障害者自立支援法附則第１条第２号に規定する

日前の法に基づく１２１８００２号通知の徴収金基準額とする。）

備考

１ 省略

２ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１号に規定する

均等割の額をいい、Ｃ２階層における「所得割の額」とは同

項第２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合に

は、同法第３１４条の７及び同法附則第５条第３項

の規定は、適用しないものとする。）の額をい

う。

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があつた

場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次控

除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。

３ この表のＤ１階層からＤ１４階層までにおける「所得税の

額」とは、所得税法（昭和４０年法律第３３号）、租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）、経済社会の変化等に対応し

て早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関す

る法律（平成１１年法律第８号）及び災害被害者に対する租

税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第１７５

号）の規定によつて計算された所得税の額をいう。ただ

し、所得税額を計算する場合には、次の規定は、適用しな

いものとする。

� 省略

� 租税特別措置法第４１条第１項及び第２項並びに第４１条

の２

� 省略

４～６ 省略

７ 同一世帯から２人以上の措置児童等が入所している場合

においては、その月の措置費等の徴収金基準額の最も多額

な措置児童等以外の措置児童等については、その施設のこ

の表の徴収金基準額に０．１を乗じて得た額をもつてその措置

児童等の徴収金基準額とする。ただし、平成１８年１０月１日

以降において、措置児童等の属する世帯の扶養義務者が、

法第２４条の２に規定する障害児施設給付費を支給されてい

る場合

は、当該措置児

童等の世帯に係る徴収金基準額については、「児童入所施

設に係る徴収金基準額＋児童入所施設に係る徴収金基準額

×０．１×（当該世帯における施設入所児童の人数－１）」を

当該世帯に係る上限（当該世帯における措置児童等に係る

徴収金基準額が、児童自立支援施設通所部、情緒障害児短

期治療施設通所部、「障害児施設措置費（給付費等）国庫

負担金及び知的障害者施設訓練等支援費等国庫負担（補

助）金について（平成１９年２月２３日付け厚生労働省発障第

０２２３００４号厚生労働事務次官通知）（以下「０２２３００４号通

知」という。）」の別表６―１障害児施設徴収金基準額表

（扶養義務者用）に定める知的障害児通園施設、難聴幼児

通園施設及び肢体不自由児施設通園部の徴収金基準額であ

る場合は、当該世帯における施設入所児童の徴収金基準額

の合算額を当該世帯の上限額とする。なお、法第２４条の２

に規定する障害児施設に入所している児童等に係る徴収金

基準額は、障害者自立支援法附則第１条第２号に規定する

日前の法に基づく０２２３００４号通知の徴収金基準額とする。）
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とし、その額が

その月の利用者負担額（法第２４

条の７に規定する食事の提供に要した費用及び居住に要し

た費用並びに法第２４条の２０に規定する障害児施設医療に係

る利用者負担を含む利用者負担の上限額（実際に利用者負

担として支払つた額が上限額を下回る場合は当該支払つた

額とする。）をいう。以下同じ。）を上回る場合は、その

額と障害児施設の利用者負担額との差額を児童入所施設に

係る徴収金基準額とし、障害児施設の利用者負担額が当該

世帯の上限額を上回る場合は、児童入所施設に係る徴収金

基準額は零円とする。

８ 里親に委託されている児童及び母子生活支援施設に入所

している児童が、児童自立支援施設又は情緒障害児短期治

療施設へ通所する場合の通所に係る費用は、次の算式によ

り算定した日額（１０円未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。）を徴収する。

徴収金基準額÷その月の開所日数（日曜日、国民の祝日及

び休日を除いた日数をいう。）×その月の通所した日数

９ � 法第２２条に規定する助産の実施は、その妊産婦が次

のいずれかに該当するときは、行わないものとする。

ただし、アに該当する場合であつても、真にやむを得

ない特別の理由があり、かつ、所得税の額が８，４００円

以下であるときは、この限りでない。

ア・イ 省略

� 入所妊産婦に係るこの表の適用については、その出

産一時金の額に、Ｂ階層にあつては２０パーセント、Ｃ

階層にあつては３０パーセント、Ｄ階層のうち所得税の

額が８，４００円 以下である場合にあつては５０パーセント

をそれぞれ乗じて得た額を、同表の徴収金基準額に加

えるものとする。

なお、この表の徴収金基準額は、その入所した日か

ら退所した日又は解除された日までの期間に係る基準

額とみなす。

１０ この表の定めにかかわらず、国の示す「乳児院における

短期入所措置」に係る児童の徴収金基準額は、次の表のと

おりとする。

とし、その額が「社会福祉法人等による生計困難者に対す

る利用者負担額軽減等事業の実施について（平成１８年４月

３日付け障発第０４０３００２号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部長通知）」適用後のその月の利用者負担額（法第２４

条の７に規定する食事の提供に要した費用及び居住に要し

た費用並びに法第２４条の２０に規定する障害児施設医療に係

る利用者負担を含む利用者負担の上限額（実際に利用者負

担として支払つた額が上限額を下回る場合は当該支払つた

額とする。）をいう。以下同じ。）を上回る場合は、その

額と障害児施設の利用者負担額との差額を児童入所施設に

係る徴収金基準額とし、障害児施設の利用者負担額が当該

世帯の上限額を上回る場合は、児童入所施設に係る徴収金

基準額は零円とする。

８ � 法第２２条に規定する助産の実施は、その妊産婦が次

のいずれかに該当するときは、行わないものとする。

ただし、アに該当する場合であつても、真にやむを得

ない特別の理由があり、かつ、所得税の額が１６，８００円

以下であるときは、この限りでない。

ア・イ 省略

� 入所妊産婦に係るこの表の適用については、その出

産一時金の額に、Ｂ階層にあつては２０パーセント、Ｃ

階層にあつては３０パーセント、Ｄ階層のうち所得税の

額が１６，８００円以下である場合にあつては５０パーセント

をそれぞれ乗じて得た額を、同表の徴収金基準額に加

えるものとする。

なお、この表の徴収金基準額は、その入所した日か

ら退所した日又は解除された日までの期間に係る基準

額とみなす。

９ この表の定めにかかわらず、国の示す「乳児院における

短期入所措置」に係る児童の徴収金基準額は、次の表のと

おりとする。

階層区分 徴収金基準額（日額） 階層区分 徴収金基準額（日額）

Ａ及びＢ

Ｃ１からＤ３（所得税の額が

６０，０００円 以下の場合に限

る。）まで

省略 Ａ及びＢ

Ｃ１からＤ３（所得税の額が

１２０，０００円以下の場合に限

る。）まで

省略

Ｄ３（所得税の額が６０，００１円

以上の場合に限る。）からＤ

１３まで

省略 Ｄ３（所得税の額が１２０，００１円

以上の場合に限る。）からＤ

１３まで

省略

省略 省略

注 省略

別表第２（第４条関係）

徴収金基準額表（入所者用）

注 省略

別表第２（第４条関係）

徴収金基準額表（入所者用）

対象収入等による階層区分
肢体不自由児

療護施設、知

的障害児施

対象収入等による階層区分
肢体不自由児

療護施設、知

的障害児施
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訓 令

設、自閉症児

施設、肢体不

自由児施設入

所部、肢体不

自由児を入所

させる指定国

立療養所等、

重症心身障害

児施設

設、自閉症児

施設、肢体不

自由児施設入

所部、肢体不

自由児を入所

させる指定国

立療養所等、

重症心身障害

児施設

階層

区分

定義 徴収金基準額

（月額）

階層

区分

定義 徴収金基準額

（月額）

１ 生活保護法による被保護者（単給を含

む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律による支援給付受給者

省略 １ 生活保護法による被保護者（単給を含

む。）

省略

２～

４０

省略

省略

２～

４０

省略

省略

注 省略 注 省略

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 次項に定めるものを除き、改正後の児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（以下「新規則」という。）の規定は、平成２０年７月

分以後の徴収額について適用する。

３ 新規則別表第１階層区分の項、Ａの項、備考３、備考７及び備考８の規定並びに別表第２の規定は、平成２０年４月分以後の徴収額につ

いて適用する。この場合において、同月分から同年６月分までの徴収額については、別表第１備考３中「及び災害被害者に対する租税の

減免、徴収猶予等に関する法律」とあるのは「、所得税法等の一部を改正する等の法律（平成１８年法律第１０号）による廃止前の経済社会

の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律第８号）及び災害被害者に対する租税

の減免、徴収猶予等に関する法律」と、同表備考３�中「、第４１条の１９の２第１項並びに第４１条の１９の３第１項」とあるのは「並びに第
４１条の１９の２第１項」とする。

�愛媛県訓令第５号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県文書管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県文書管理規程の一部を改正する訓令

愛媛県文書管理規程（平成４年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（文書の発信者名）

第４６条 主務課の施行する文書の発信者名は、次に掲げるところに

よる。

� 省略

� 中央官庁、地方公共団体その他の団体又は個人に対する文書

には、知事名若しくは会計管理者名（知事の権限に属する事務

に係る文書の場合を除く。）若しくは地方機関の長名（委任事

（文書の発信者名）

第４６条 施行する文書の発信者名は、次に掲げるところに

よる。

� 省略

� 中央官庁、地方公共団体その他の団体又は個人に対する文書

には、知事名若しくは会計管理者名（知事の権限に属する事務

に係る文書の場合を除く。）若しくは地方機関の長名（委任事

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号外１

５



監査委員規程

務に限る。）又は県名若しくは地方機関名（委任事務に限

る。）を用いること。ただし、軽易な事項については、本庁の

部若しくは局若しくは課若しくは室の長若しくは会計管理者

（知事の権限に属する事務に係る文書の場合を除く。）若しく

は出納局長若しくは地方機関の長若しくは地方機関の部若しく

は課若しくは室の長又は本庁の部若しくは局若しくは課若しく

は室若しくは地方機関の名を用いることができる。

� 本庁の各部局課室又は各地方機関に対する文書には、副知

事、本庁の部の長、会計管理者（知事の権限に属する事務に係

る文書の場合を除く。）若しくは出納局長若しくは地方機関の

長又は本庁の部若しくは地方機関の名を用いること。ただし、

軽易な事項については、本庁の局若しくは課若しくは室の長若

しくは地方機関の部若しくは課若しくは室の長又は本庁の局若

しくは課若しくは室の名を用いることができる。

２ 省略

務に限る。）又は県名若しくは地方機関名（委任事務に限

る。）を用いること。ただし、軽易な事項については、本庁の

部 の長若しくは会計管理者

（知事の権限に属する事務に係る文書の場合を除く。）若しく

は出納局長若しくは地方機関の長

又は本庁の部

若しくは地方機関の名を用いることができる。

� 本庁の各部局課室又は各地方機関に対する文書には

、本庁の部の長、会計管理者（知事の権限に属する事務に係

る文書の場合を除く。）若しくは出納局長若しくは地方機関の

長又は本庁の部若しくは地方機関の名を用いること。ただし、

軽易な事項については、本庁の局若しくは課若しくは室の長若

しくは地方機関の部若しくは課若しくは室の長又は本庁の局若

しくは課若しくは室の名を用いることができる。

２ 省略

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県監査委員規程第１号
愛媛県監査事務局規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

愛媛県監査事務局規程の一部を改正する規程

愛媛県監査事務局規程（昭和４１年愛媛県監査委員規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（監査グループの設置）

第２条 事務局長は、所掌事務を処理するため、必要に応じ事務局

にグループを置くことができる。

（課及び係）

第２条 事務局に、次の課及び係を置く。

監査課 管理係、第一係、第二係

（職）

第３条 省略

� 省略

� 監査主幹

� 省略

� 省略

２・３ 省略

（職務）

第４条 事務局長は、監査委員の命を受け所掌 事務をつかさど

り、職員を指揮監督する。

２～４ 省略

５ 監査主幹は、上司の命を受け、グループの事務を掌理し、所属

職員を指揮監督する。

６ 省略

（職）

第３条 省略

� 省略

� 課長

� 係長

� 省略

� 省略

２・３ 省略

（職務）

第４条 事務局長は、監査委員の命を受け事務局の事務をつかさど

り、職員を指揮監督する。

２～４ 省略

５ 課長 は、上司の命を受け、課務 を掌理し、所属

職員を指揮監督する。

６ 省略
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７ 省略

８ 省略

９ 省略

（所掌事務）

第５条 所掌事務は、次のとおりとする。

� 定期監査の実施に関すること。

� 臨時監査の実施に関すること。

� 行政監査の実施に関すること。

� 住民からの直接請求監査の実施に関すること。

� 議会からの請求監査の実施に関すること。

� 長からの要求監査の実施に関すること。

� 財政援助団体等の監査の実施に関すること。

� 現金出納検査の実施に関すること。

	 決算審査（基金審査を含む。）の実施に関すること。


 健全化判断比率等の審査の実施に関すること。

� 住民監査請求の監査の実施に関すること。

� 指定金融機関に対する監査の実施に関すること。


 賠償責任の決定に係る監査及びその免除に係る審査の実施に

関すること。

� 包括外部監査契約の締結に関すること。

� 外部監査結果の公表に関すること。

� 事務局の組織及び職員の人事管理に関すること。

� 監査委員の庶務に関すること。

（事務局長の専決事項）

第６条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

� 事務局職員の昇任及び昇格（行政職２級以下における昇任及

７ 係長は、上司の命を受け、係の事務を管理する。

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

（分掌事務）

第５条 監査課各係の分掌事務は、次のとおりとする。

管理係

� 定期監査の実施に関すること。

� 補助金等の監査の計画及び実施に関すること。

� 決算審査（基金審査を含む。）及び健全化判断比率等の審査

の実施に関すること。

� 監査委員の秘書に関すること。

� 公印の保管に関すること。

� 監査委員会議に関すること。

� 事務局諸規程の制定及び改廃に関すること。

� 予算及び決算その他会計経理に関すること。

	 職員の人事、服務及び研修に関すること。


 職員の給料、旅費その他諸給与に関すること。

� 物品の購入、出納保管及び処分に関すること。

� 文書の収発、編さん及び保管に関すること。


 関係機関との連絡調整に関すること。

� 包括外部監査契約の締結に関すること。

� 外部監査結果の公表に関すること。

� 他の係に属しない事項に関すること。

第一係

� 定期監査の計画及び実施に関すること。

� 臨時監査の計画及び実施に関すること。

� 要求に係る監査の実施に関すること。

� 請求に係る監査の実施に関すること。

� 補助金等の監査の実施に関すること。

� 監査結果の報告及び公表に関すること。

� 決算審査（基金審査を含む。）及び健全化判断比率等の審査

の実施に関すること。

第二係

� 定期監査の実施に関すること。

� 補助金等の監査の実施に関すること。

� 決算審査（基金審査を含む。）及び健全化判断比率等の審査

の計画及び実施に関すること。

� 現金出納検査の実施に関すること。

� 指定金融機関に対する監査の実施に関すること。

� 検査結果の報告に関すること。

� 賠償責任の決定に係る監査及びその免除に係る審査の実施に

関すること。

（臨時又は特別の事務分掌）

第６条 事務局長は、臨時又は特別の事務について、必要があると

きは、前条の規定にかかわらずそのつど職員を指定して、これを

処理させることができる。

２ 前項の規定に基づく職員の指定による処理が困難な事務につい

ては、事務局長は、当該臨時又は特別の事務を共同処理する複数

の係を指定して、処理させることができる。

（事務局長の専決事項）

第７条 事務局長の専決事項は、次のとおりとする。

� 職員の出張命令及びその復命に関すること。
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び昇格に限る。）並びに給料等の決定に関すること。

� 事務局臨時職員の任免に関すること。

� 次長の出張、休暇、育児休業等、職務専念義務の免除その他

服務に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 所掌事務（軽易な事項を除く。）に関する照会、通知、報告

又は回答等に関すること。

（次長の専決事項）

第７条 次長の専決事項は、次のとおりとする。

� 職員（次長を除く。）の出張、休暇、育児休業等、職務専念

義務の免除その他服務に関すること。

� 扶養親族の認定に関すること。

� 児童手当の認定に関すること。

� 住居手当の決定に関すること。

� 通勤手当の決定に関すること。

� 単身赴任手当の決定に関すること。

� 超過勤務及び休日勤務命令に関すること。

� 職員の事務分担に関すること。

	 職員の身分調査に関すること。


 各種資料の収集又は配付に関すること。

� 文書の収受、発送及び浄書に関すること。

� 所掌事務のうち軽易な事項に係る照会、通知、報告又は回答

等に関すること。

（事務局長の事務の代決）

第８条 省略

２ 事務局長及び次長が不在のときは、あらかじめ事務局長が指定

した者が代決する。

第９条 省略

第１０条 省略

（事務処理の方法その他）

第１１条 この規程に定めるもののほか、事務処理の方法、職員の服

� 職員の休暇、育児休業等、欠勤その他服務に関すること。

� 扶養親族の認定に関すること。

� 児童手当の認定に関すること。

� 住居手当の決定に関すること。

� 通勤手当の決定に関すること。

� 単身赴任手当の決定に関すること。

� 超過勤務及び休日勤務命令に関すること。

	 職員の事務分担に関すること。


 職員の身分調査に関すること。

� 省略

� 省略


 省略

� 事務的な事項の 照会、通知、報告

又は回答 に関すること。

� 各種資料の収集又は配付に関すること。

� その他軽易な事項の処理に関すること。

（課長の専決事項）

第８条 課長の専決事項は、次のとおりとする。

� 文書の収受、発送及び浄書に関すること。

� 所掌事務に関する軽易な事項についての照会、回答に関する

こと。

� 通話の申込みの許可に関すること。

� 自動車の配車に関すること。

（事務局長の事務の代決）

第９条 省略

２ 事務局長及び次長が不在のときは、課長

が代決する。

（課長の事務の代決）

第１０条 課長が不在のときは、あらかじめ課長の指定した係長が代

決することができる。

第１１条 省略

第１２条 省略

（事務処理の方法その他）

第１３条 この規程に定めるもののほか、事務処理の方法、職員の服
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教育委員会規則

務等に関し 必要な事項については、知事の事務部局の例によ

る。

務等に関し、必要な事項については、知事の事務部局の例によ

る。

附 則

１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

２ この規程施行の際、次の表の左欄に掲げる職を命ぜられ、又は課に勤務若しくは併任を命ぜられている者は、別に辞令を発せられな

い限り、それぞれ当該右欄に掲げる職を命ぜられ、又は事務局に勤務若しくは併任を命ぜられたものとする。

監査事務局監査課管理係長 監査事務局担当係長

監査事務局監査課担当係長 監査事務局担当係長

監査事務局監査課 監査事務局

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務局職員等の勤務時間の割振り等に関する規則（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１２号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この規則で職員とは、愛媛県教育委員会事務局及び愛媛県

教育委員会の所管に属する地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和３１年法律第１６２号）第３０条に規定する教育機関に勤務

する職員（愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課に属する職

員で愛媛県生涯学習センターに駐在するもの、市町村立学校職員

給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条に規定する学校栄養

職員及び事務職員、教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関

する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）第２条に規定する教育職

員並びに愛媛県立図書館、愛媛県総合科学博物館、愛媛県歴史文

化博物館及び愛媛県美術館

に勤務する職員を除

く。）をいう。

（勤務時間等）

第３条 職員（次項及び第３項の規定の適用を受ける職員を除

く。）の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までとし、

その間に１時間の休憩時間を置く。

２・３ 省略

（定義）

第２条 この規則で職員とは、愛媛県教育委員会事務局及び愛媛県

教育委員会の所管に属する地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和３１年法律第１６２号）第３０条に規定する教育機関に勤務

する職員（

市町村立学校職員

給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条に規定する学校栄養

職員及び事務職員、教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関

する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）第２条に規定する教育職

員並びに愛媛県立図書館、愛媛県総合科学博物館、愛媛県歴史文

化博物館、愛媛県美術館、愛媛県立博物館、愛媛県生涯学習セン

ター及びえひめ青少年ふれあいセンターに勤務する職員を除

く。）をいう。

（勤務時間等）

第３条 職員（次項及び第３項の規定の適用を受ける職員を除

く。）の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時３０分までとし、

その間に１時間の休憩時間を置く。

２・３ 省略

（技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則の一部改正）

第２条 技能労務職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する規則（昭和２７年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（休暇）

第３条 省略

（休暇）

第３条 省略
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２・３ 省略

４ 休暇は、１日又は１時間を単位として与えるものとする 。た

だし、特に必要と認められる場合として人事委員会規則第１条の

４第１項に定める場合においては、同条第２項に定める単位によ

り与えることができる。

（休暇の算定）

第４条 職員の休暇の算定については、人事委員会規則第２条から

第４条の４までの例による。

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間につき３８時間４５分（育児短時間

勤務職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業

法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」と

いう。）の内容に従い１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５分又は

２４時間３５分のいずれかで所属長が教育委員会の承認を得て別に定

める時間、再任用短時間勤務職員にあつては１５時間３０分から３１時

間までの範囲内で所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時

間、任期付短時間勤務職員にあつては３１時間までの範囲内で所属

長が教育委員会の承認を得て別に定める時間。以下同じ。）とす

る。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委

員会の承認を得て別に定める日、再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあつては日曜日及び土曜日に加え、月曜日か

ら金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委員会の

承認を得て別に定める日）は、週休日とし、前項の勤務時間は、

月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつては、１

週間ごとの期間）において、県立学校に勤務する職員にあつては

所属長が１日につき７時間４５分（育児短時間勤務職員等にあつて

は当該育児短時間勤務等の内容に従い、職員ごとに所属長が教育

委員会の承認を得て別に定める時間、再任用短時間勤務職員及び

任期付短時間勤務職員にあつては７時間４５分の範囲内で職員ごと

に所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時間）となるよう

に、その他の職員にあつては午前８時３０分から午後５時１５分まで

（育児短時間勤務職員等にあつては当該育児短時間勤務等の内容

に従い、職員ごとに所属長が教育委員会の承認を得て別に定める

時間、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつて

は午前８時３０分から午後５時１５分までの範囲内で職員ごとに所属

長が教育委員会の承認を得て別に定める時間）に割り振る。

３ 前２項の規定にかかわらず、愛媛県立図書館等に勤務する職員

の勤務時間の割振り等に関する規則（平成元年愛媛県教育委員会

規則第６号。以下「規則」という。）第１条に規定する機関に勤

務する職員の勤務時間は１週間当たり３８時間４５分とし、当該職員

の週休日及び勤務時間の割振りについては規則第２条の規定を準

用する。

４ 所属長は、前２項の規定による週休日において特に勤務するこ

とを命ずる必要がある場合には、前２項の規定により勤務時間が

割り振られた日（以下「勤務日」という。）のうち、当該勤務す

ることを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当

該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の

日までの期間内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割

り振られた勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に

割り振り、又は当該期間内にある４時間の勤務時間のみが割り振

２・３ 省略

４ 休暇は、 １時間を単位として与えることができる。

第４条 削除

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間につき４０時間 （育児短時間

勤務職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業

法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」と

いう。）の内容に従い２０時間、２４時間又は２５時間

のいずれかで所属長が教育委員会の承認を得て別に定

める時間、再任用短時間勤務職員にあつては１６時間から３２時間ま

で の範囲内で所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時

間、任期付短時間勤務職員にあつては３２時間までの範囲内で所属

長が教育委員会の承認を得て別に定める時間。以下同じ。）とす

る。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委

員会の承認を得て別に定める日、再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあつては日曜日及び土曜日に加え、月曜日か

ら金曜日までの５日間において職員ごとに所属長が教育委員会の

承認を得て別に定める日）は、週休日とし、前項の勤務時間は、

月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつては、１

週間ごとの期間）において、県立学校に勤務する職員にあつては

所属長が１日につき８時間 （育児短時間勤務職員等にあつて

は当該育児短時間勤務等の内容に従い、職員ごとに所属長が教育

委員会の承認を得て別に定める時間、再任用短時間勤務職員及び

任期付短時間勤務職員にあつては８時間 の範囲内で職員ごと

に所属長が教育委員会の承認を得て別に定める時間）となるよう

に、その他の職員にあつては午前８時３０分から午後５時３０分まで

（育児短時間勤務職員等にあつては当該育児短時間勤務等の内容

に従い、職員ごとに所属長が教育委員会の承認を得て別に定める

時間、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつて

は午前８時３０分から午後５時３０分までの範囲内で職員ごとに所属

長が教育委員会の承認を得て別に定める時間）に割り振る。

３ 前２項の規定にかかわらず、愛媛県立図書館等に勤務する職員

の勤務時間の割振り等に関する規則（平成元年愛媛県教育委員会

規則第６号。以下「規則」という。）第１条に規定する機関に勤

務する職員の勤務時間は１週間当たり４０時間 とし、当該職員

の週休日及び勤務時間の割振りについては規則第２条の規定を準

用する。

４ 所属長は、前２項の規定による週休日において特に勤務するこ

とを命ずる必要がある場合には、前２項の規定により勤務時間が

割り振られた日（以下「勤務日」という。）のうち、当該勤務す

ることを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当

該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の

日までの期間内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割

り振られた勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に

割り振り、又は当該期間内にある４時間の勤務時間のみが割り振
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られている日以外の勤務日の始業の時刻から連続し、若しくは終

業の時刻まで連続する４時間（以下「４時間の勤務時間」とい

う。）の勤務時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当該４時

間の勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振

ることができる。

５ 前項の規定に基づく週休日の振替（以下「週休日の振替」とい

う。）又は同項の規定に基づく４時間の勤務時間の割振り変更

（以下「４時間の勤務時間の割振り変更」という。）を行う場合

には、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更を行つた

後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、

かつ、勤務日等が引き続き２４日を超えないようにしなければなら

ない。

６ 所属長は、週休日の振替又は４時間の勤務時間の割振り変更を

行つた場合には、職員に対して速やかにその旨を通知しなければ

ならない。

られている日以外の勤務日の始業の時刻から連続し、若しくは終

業の時刻まで連続する４時間（以下「半日勤務時間 」とい

う。）の勤務時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当該半日

勤務時間 を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振

ることができる。

５ 前項の規定に基づく週休日の振替（以下「週休日の振替」とい

う。）又は同項の規定に基づく半日勤務時間 の割振り変更

（以下「半日勤務時間 の割振り変更」という。）を行う場合

には、週休日の振替又は半日勤務時間 の割振り変更を行つた

後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、

かつ、勤務日等が引き続き２４日を超えないようにしなければなら

ない。

６ 所属長は、週休日の振替又は半日勤務時間 の割振り変更を

行つた場合には、職員に対して速やかにその旨を通知しなければ

ならない。

（教育職員の勤務時間の割振り等に関する規則の一部改正）

第３条 教育職員の勤務時間の割振り等に関する規則（昭和４５年愛媛県教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（勤務時間等）

第２条 教育職員（次項の規定の適用を受ける職員を除く。）の勤

務時間は、１日につき７時間４５分となるように所属長が割り振る

ものとする。

２ 寄宿舎指導員の週休日は、毎４週間につき所属長が職員ごとに

指定する８日とし、その勤務時間は、毎４週間につき１週間当た

り３８時間４５分となるように所属長が割り振るものとする。この場

合においては、勤務日が引き続き１２日を超えないようにし、か

つ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が１５時間３０分を超えない

ようにしなければならない。

（休憩時間）

第３条 教育委員会は、１日の勤務時間が６時間を超える場合にお

いては４５分、８時間を超える場合においては１時間の休憩時間を

勤務時間の途中に置く。

（勤務時間等）

第２条 教育職員（次項の規定の適用を受ける職員を除く。）の勤

務時間は、１日につき８時間 となるように所属長が割り振る

ものとする。

２ 寄宿舎指導員の週休日は、毎４週間につき所属長が職員ごとに

指定する８日とし、その勤務時間は、毎４週間につき１週間当た

り４０時間 となるように所属長が割り振るものとする。この場

合においては、勤務日が引き続き１２日を超えないようにし、か

つ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が１６時間 を超えない

ようにしなければならない。

（休憩時間）

第３条 教育委員会は、１日の勤務時間が６時間を超える場合にお

いては 、 １時間の休憩時間を

勤務時間の途中に置く。

（愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等に関する規則の一部改正）

第４条 愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等に関する規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第３項ただし書及び第

１３条第１項の規定に基づき、愛媛県立図書館、愛媛県総合科学博

物館、愛媛県歴史文化博物館及び愛媛県美術館

に勤

務する職員並びに愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課に属

する職員で愛媛県生涯学習センターに駐在するもの（以下「職

員」という。）の勤務時間の割振り等について必要な事項を定め

るものとする。

（勤務時間等）

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第３項ただし書及び第

１３条第１項の規定に基づき、愛媛県立図書館、愛媛県総合科学博

物館、愛媛県歴史文化博物館、愛媛県美術館、愛媛県立博物館、

愛媛県生涯学習センター及びえひめ青少年ふれあいセンターに勤

務する職員

（以下「職

員」という。）の勤務時間の割振り等について必要な事項を定め

るものとする。

（勤務時間等）
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第２条 職員の週休日は、月曜日（愛媛県総合科学博物館、愛媛県

歴史文化博物館及び愛媛県美術館に勤務する職員にあっては、毎

月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日）及び毎

４週間につき所属長が職員ごとに指定する４日とし、その勤務時

間は、毎４週間につき１週間当たり３８時間４５分とし、１週間につ

いて３１時間以上４６時間３０分以内で、１日の勤務時間が７時間４５分

を超えないものとする。

２ 愛媛県立図書館に勤務する職員の前項 の勤務時間の割振り

は、次の区分により所属長が行う。

第２条 職員の週休日は、月曜日（愛媛県総合科学博物館、愛媛県

歴史文化博物館及び愛媛県美術館に勤務する職員にあっては、毎

月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日）及び毎

４週間につき所属長が職員ごとに指定する４日とし、その勤務時

間は、毎４週間につき１週間当たり４０時間 とし、１週間につ

いて３２時間以上４８時間以内 で、１日の勤務時間が８時間

を超えないものとする。

２ 前項の勤務時間は、愛媛県立博物館に勤務する職員にあっては

午前９時３０分から午後６時３０分までに、えひめ青少年ふれあいセ

ンターに勤務する職員にあっては午前８時３０分から午後５時３０分

までに割り振るものとする。

３ 愛媛県立図書館に勤務する職員の第１項の勤務時間の割振り

は、次の区分により所属長が行う。

区分 勤務時間 区分 勤務時間

日勤 午前９時３０分から午後６時１５分まで 日勤 午前９時３０分から午後６時３０分まで

遅出 午前１０時３０分から午後７時１５分まで 遅出 午前１０時３０分から午後７時３０分まで

３ 第１項の勤務時間は、愛媛県総合科学博物館及び愛媛県歴史文

化博物館に勤務する職員にあっては午前８時５０分から午後５時３５

分までに、愛媛県美術館に勤務する職員にあっては午前９時３０分

から午後６時１５分までに割り振るものとする。

４ 愛媛県総合科学博物館及び愛媛県歴史文化博物館に勤務する職

員の第１項の勤務時間の割振りは、次の区分により所属長が行

う。

区分 勤務時間

日勤 午前８時３５分から午後５時３５分まで

遅出 午後１時から午後１０時まで

５ 愛媛県美術館に勤務する職員の第１項の勤務時間の割振りは、

次の区分により所属長が行う。

区分 勤務時間

日勤 午前９時３５分から午後６時３５分まで

早出 午前８時３０分から午後５時３０分まで

４ 愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課に属する職員で愛媛

県生涯学習センターに駐在するものの第１項の勤務時間の割振り

は、次の区分により所属長が行う。

６ 愛媛県生涯学習センターに勤務する職員

の第１項の勤務時間の割振り

は、次の区分により所属長が行う。

区分 勤務時間 区分 勤務時間

日勤 午前８時５０分から午後５時３５分まで 日勤 午前８時３５分から午後５時３５分まで

遅日

勤

午前９時３５分から午後６時３５分まで

遅出 午前９時３０分から午後６時１５分まで 遅出 午後１時から午後１０時まで

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県生涯学習センター管理規則等の一部を改正する等の規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県生涯学習センター管理規則等の一部を改正する等の規則

（愛媛県生涯学習センター管理規則の一部改正）

第１条 愛媛県生涯学習センター管理規則（平成３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業）

第２条 センターは、次の事業を行う。

� 学習情報の収集及び提供並びに学習相談に関すること。

� 生涯学習の指導者の養成に関すること。

� 生涯学習に関する講座の開設等に関すること。

� 芸術文化活動の促進に関すること。

� 郷土に関する調査及び研究に関すること。

� 県民メモリアルホールの運営に関すること。

� センターの施設の提供に関すること。

� 前各号に掲げるもののほか、センターの目的を達成するため

に必要な事業

（組織）

第３条 センターに次の表の左欄に掲げる課を置き、これらの課に

それぞれ同表の右欄に掲げる係及び科を置く。

総務課 総務係

振興課 振興・情報係 指導係 研究科

（職員の職）

第４条 センターに置かれる職員の職は、次のとおりとする。

� 所長

� 参事

� 課長

� 副参事

� 課長補佐

� 教育専門員

� 専門員

� 専門学芸員

	 係長


 担当係長

� 科長

� 主任


 主任学芸員

� 主事

� 学芸員

� 主任業務員

� 業務員

（開館時間）

第５条 センターの開館時間は、午前９時から午後５時３０分までと

する。

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１に掲げる施設並びに別表第

２に掲げる附属設備及び備品は、午前９時から午後１０時まで使用

することができる。

３ 所長は、特別の事情があると認めるときは、第１項の開館時間

及び前項の使用時間を変更することができる。

（休館日）

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。

� 月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日に当たるときは、その翌日）

� １月１日から同月３日まで及び１２月２９日から同月３１日まで

２ 所長は、特別の事情があると認めるときは、臨時に休館し、又
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は休館日に開館することができる。

（入館の制限）

第７条 所長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者に

ついては、入館を禁じ、又は退館を命ずることができる。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれのある者

� センターの施設、附属設備等又はセンターが収集し、保管

し、若しくは展示する資料（以下「センター資料」という。）

を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し若しくは損傷するおそれ

のある者

� その他センターの職員の指示に従わない者

（使用の許可）

第８条 センターの施設のうち、次の各号に掲げる施設を使用しよ

うとする者は、それぞれ当該各号に定める期間内に、愛媛県生涯

学習センター使用許可申請書（様式第１号）を教育委員会に提出

し、その許可を受けなければならない。

� ホール及び楽屋 使用日の１年前から７日前まで

� パソコン演習室、展示室（県民メモリアルホールの展示室を

除く。以下同じ。）、研修室、演劇レッスン室、音楽レッスン

室、リハーサル室及び会議室 使用日の６月前から２日前まで

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があった場合において、

適当であると認めるときは、使用の許可を決定し、当該申請をし

た者に対して愛媛県生涯学習センター使用許可書（様式第２号。

以下「使用許可書」という。）を交付するものとする。この場合

において、センターの使用に関し、管理運営上又は公益上必要が

あると認めるときは、許可に条件を付することがある。

３ 教育委員会は、第１項に定める期間外に同項の申請書の提出が

あった場合であっても、特に理由があると認めるときは、同項の

使用の許可をすることがある。

（許可の基準）

第９条 教育委員会は、前条第１項の申請書の提出があった場合に

おいて、センターの施設を使用しようとする者が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、許可をしないものとする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設、附属設備等又はセンター資料を滅失し、又

は毀（き）損するおそれがあるとき。

� その他センターの管理運営上やむを得ない理由があるとき。

（使用の許可の変更）

第１０条 第８条第１項の使用の許可を受けた者（以下「使用者」と

いう。）は、使用日時、入場料徴収の有無その他教育委員会が定

める事項を変更しようとするときは、あらかじめ愛媛県生涯学習

センター使用変更許可申請書（様式第３号）に使用許可書を添え

て教育委員会に提出し、その許可を受けなければならない。

（使用の許可の取消し等）

第１１条 教育委員会は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、その使用の許可を取り消し、又は使用を制限し、

若しくは停止することがある。

� この規則に違反し、又はセンターの職員の指示に従わないと

き。

� 偽りその他不正な手段により使用の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 使用の許可の条件に違反したとき。

� その他センターの管理運営上やむを得ない理由があるとき。

（使用料の額）

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号外１

１４



（特別利用の許可の申請等）

第２条 愛媛県生涯学習センター管理条例（平成２０年愛媛県条例第

２５号。以下「条例」という。）第１５条第１項の規定による特別利

用の許可を受けようとする者は、教育委員会に愛媛県生涯学習セ

ンター資料特別利用 許可申請書（様式第１号）を提出しなけれ

ばならない 。

２ 省略

３ 教育委員会は、第１項の規定による特別利用 の許可の申請が

あった場合において、特別利用 が適当であると認めるときは、

特別利用 の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県生

涯学習センター資料特別利用 許可書（様式第２号）を交付する

ものとする 。

（特別利用料の額）

第３条 条例第１７条に規定する教育委員会が定める特別利用料の額

は、別表に掲げるとおりとする。

（特別利用料の減免）

第４条 教育委員会は、条例第１８条の規定に基づき、次に掲げる者

に対しては、特別利用料を免除する。

� 生涯学習に関する教育、学術上の調査研究又は啓発のために

特別利用をする者で、教育委員会が必要と認めるもの

� センターの広報に関し効果があると認められる用途に供する

ことを目的として特別利用をする者

２ 教育委員会は、前項に定めるもののほか、必要と認めるとき

は、条例第１８条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその

一部を減額することがある。

（特別利用料の還付）

第５条 条例第１９条第２号に規定する教育委員会が定める日は、利

用日の前日とする。

第６条 条例第１９条ただし書の規定により、教育委員会は、次の各

号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付

する。

第１２条 愛媛県生涯学習センター使用料条例（平成２年愛媛県条例

第２６号。以下「条例」という。）第２条に規定する教育委員会が

定める使用料の額は、別表第１及び別表第２に掲げるとおりとす

る。

（使用料の還付）

第１３条 条例第５条第２号に規定する教育委員会が定める日は、次

の各号に掲げる施設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めると

おりとする。

� ホール 使用日の３０日前

� ホール以外の施設 使用日の７日前

第１４条 条例第５条ただし書の規定により、教育委員会は、次の各

号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付

する。

� 条例第５条第１号に該当する場合 使用料の全額

� 条例第５条第２号に該当する場合 使用料の５０パーセントに

相当する額

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようとする者は、愛媛県

生涯学習センター使用料還付申請書（様式第４号）を教育委員会

に提出しなければならない。

（センター資料の特別利用等）

第１５条 生涯学習に関する学術上の調査研究又は啓発のために、セ

ンター資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等（以下「特別利

用」という。）をしようとする者は、所長 に愛媛県生涯学習セ

ンター資料特別利用等許可申請書（様式第５号）を提出し、その

許可を受けなければならない。センター資料の特別利用により得

たものを展示し、又は刊行物に掲載しようとする者も、同様とす

る。

２ 省略

３ 所長 は、第１項の規定による特別利用等の許可の申請が

あった場合において、特別利用等が適当であると認めるときは、

特別利用等の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県生

涯学習センター資料特別利用等許可書（様式第６号）を交付しな

ければならない。この場合において、センター資料の管理上必要

があると認めるときは、許可に条件を付することがある。
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� 条例第１９条第１号に該当する場合 特別利用料の全額

� 条例第１９条第２号に該当する場合 特別利用料の５０パーセン

トに相当する額

２ 前項の規定により特別利用料の還付を受けようとする者は、愛

媛県生涯学習センター資料特別利用料還付申請書（様式第３号）

を教育委員会に提出しなければならない。

（館外貸出しの許可の申請等）

第７条 条例第２０条第２項の規定によるセンター資料の館外貸出し

の許可を受けようとする者は、愛媛県生涯学習センター資料館外

貸出許可申請書（様式第４号）を教育委員会に提出し

なければならない。この場合において、当該センター資料

が寄託されたものであるときは、同申請書に、当該センター資料

の寄託者の承諾書を添付しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があ

った場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館

外貸出しの許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県生涯

学習センター資料館外貸出許可書（様式第５号）を交付するもの

とする 。

３ センター資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、教

育委員会がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りで

ない。

４ センター資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を

延長しようとするときは、愛媛県生涯学習センター資料館外貸出

期間延長申請書（様式第６号）を教育委員会に提出し

なければならない。

５ 教育委員会は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請が

あった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、

館外貸出期間の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県

生涯学習センター資料館外貸出期間延長決定書（様式第７号）を

交付するものとする 。

（資料の寄贈 ）

第８条 センターは、資料の寄贈 を受けることができる。

２ センターに資料を寄贈しようとする者は、愛媛県生涯学習セン

ター資料寄贈申出書（様式第８号）を教育長

に提出しなければならない。

３ 教育長は、前項の規定による寄贈の申出 があっ

た場合において、当該寄贈の申出 に係る資料の受

入れが適当であると認め、当該資料の寄贈 を受けたとき

は、寄贈者 に対し、愛媛県生涯学習センター寄贈資料

受領証（様式第９号）

を交付しなければならない。

（資料の寄託）

第９条 センターは、資料の寄託を受けることができる。

２ センターに資料を寄託しようとする者は、愛媛県生涯学習セン

ター資料寄託申請書（様式第１０号）を教育委員会に提出しなけれ

（センター資料の館外貸出し）

第１６条 所長は、センターの業務に支障がない場合であって、生涯

学習に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認め

られ、かつ、センター資料の取扱い上の安全が確認できるとき

は、センター資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により センター資料の館外貸出し

を受けようとする者は、愛媛県生涯学習センター資料館外

貸出許可申請書（様式第７号）を所長 に提出し、その許可

を受けなければならない。この場合において、当該センター資料

が寄託されたものであるときは、同申請書に、当該センター資料

の寄託者の承諾書を添付しなければならない。

３ 所長 は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があ

った場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館

外貸出しの許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県生涯

学習センター資料館外貸出許可書（様式第８号）を交付しなけれ

ばならない。この場合において、センター資料の管理上必要があ

ると認めるときは、許可に条件を付することがある。

４ センター資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、所

長 がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りで

ない。

５ センター資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を

延長しようとするときは、愛媛県生涯学習センター資料館外貸出

期間延長申請書（様式第９号）を所長 に提出し、その許可

を受けなければならない。

６ 所長 は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請が

あった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、

館外貸出期間の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県

生涯学習センター資料館外貸出期間延長決定書（様式第１０号）を

交付しなければならない。

７ 所長は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可したセ

ンター資料の返還を求めることができる。

（資料の寄贈又は寄託）

第１７条 センターは、資料の寄贈又は寄託を受けることができる。

２ センターに資料を寄贈しようとする者は 愛媛県生涯学習セン

ター資料寄贈申出書（様式第１１号）を、資料を寄託しようとする

者は愛媛県生涯学習センター資料寄託申請書（様式第１２号）を所

長に提出しなければならない。

３ 所長 は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があっ

た場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受

入れが適当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたとき

は、寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県生涯学習センター寄贈資料

受領証（様式第１３号）又は愛媛県生涯学習センター寄託資料預り

証（様式第１４号）を交付しなければならない。
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ばならない。

３ 教育委員会は、前項の規定による寄託の申請があった場合にお

いて、当該寄託の申請に係る資料の受入れが適当であると認め、

当該資料の寄託を受けたときは、寄託者に対し、愛媛県生涯学習

センター寄託資料預り証（様式第１１号）を交付しなければならな

い。

４ 寄託を受ける資料の取扱いについては、教育委員会が寄託しよ

うとする者と協議して定める。

５ 県及び指定管理者は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害

に対しては、その責めを負わないものとする。

第１０条 省略

別表 （第３条関係 ）

特別利用料

４ 寄託を受ける資料の取扱いについては、所長 が寄託しよ

うとする者と協議して定める。

５ センター は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害

に対しては、その責めを負わないものとする。

（損害賠償等）

第１８条 自己の責めに帰すべき理由によりセンターの施設、附属設

備等又はセンター資料を滅失し、又は毀（き）損した者は、原状

回復をし、又はそれによって生じた損害を賠償しなければならな

い。

第１９条 省略

別表第１（第５条、第１２条関係）

施設使用料

区分 単位 金額 （単位 円）

閲覧 １点１回につき ５００円 区分 使用料

模写・摸造 １点１回につき ５，０００円 午前 午後 夜間 全日

撮影・複写 １点１回につき ５，０００円 ９：００～

１２：００

１３：００～

１７：００

１８：００～

２２：００

９：００～

２２：００原版使用 １点につき ５，０００円

注１ 文書は、１葉を１点とする。 パソコン演習室 ８，１７０ １０，９００ １０，９００ ２９，９７０

２ びょうぶは、１隻を１点とする。 展示室 １，２８０ １，７００ １，７００ ４，６８０

３ １そろいをなす巻子は、１巻を１点とする。 研

修

室

第１研修室 １，６１０ ２，１５０ ２，１５０ ５，９１０

４ 掛軸は、１幅を１点とする。 第２研修室 １，６１０ ２，１５０ ２，１５０ ５，９１０

５ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又 第３研修室 １，６１０ ２，１５０ ２，１５０ ５，９１０

は１箱を１点とする。 第４研修室 １，８４０ ２，４４０ ２，４４０ ６，７２０

６ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数 第５研修室 １，８４０ ２，４４０ ２，４４０ ６，７２０

量に応じて数点に分けるものとする。 大研

修室

全体使用 ５，２４０ ６，９６０ ６，９６０ １９，１６０

７ その他の資料は、各個を１点とする。 ２分の１使用 ２，６２０ ３，４８０ ３，４８０ ９，５８０

演劇レッスン室 ４，１２０ ５，４８０ ５，４８０ １５，０８０

音楽レッスン室 ４，１２０ ５，４８０ ５，４８０ １５，０８０

ホ 入場料が無料の場合 １１，７２０ １９，１６０ ２５，５８０ ５２，２９０

ー

ル

入場料の最高額が

１，０５０円未満の場合

１５，２３０ ２４，９００ ３３，２５０ ６７，９７０

入場料の最高額が

１，０５０円以上３，１５０円

未満の場合

１８，７５０ ３０，６５０ ４０，９２０ ８３，６６０

入場料の最高額が

３，１５０円以上の場合

２３，４４０ ３８，３２０ ５１，１６０１０４，５８０

楽 楽屋１ ５００ ８１０ １，２２０ ２，３４０

屋 楽屋２ １，０１０ １，５２０ ２，０３０ ４，２８０

楽屋３ １，０１０ １，５２０ ２，０３０ ４，２８０

リハーサル室 １，９３０ ３，２６０ ４，３８０ ８，５６０

会

議

全体使用 １，７００ ２，２６０ ２，２６０ ６，２２０
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室 ２分の１使用 ８５０ １，１３０ １，１３０ ３，１１０

注１ 午前及び午後又は午後及び夜間を継続して使用する場合

の使用料は、それぞれの使用料の合計額とする。

２ ホールをリハーサル、準備又は整理のために使用する場

合の使用料は、入場料が無料の場合の使用料の５０パーセン

ト（１０円未満切捨て）に相当する額とする。

３ 午前、午後、夜間及び全日の区分ごとに指定する時間以

外の時間に使用する場合の使用料は、１時間までごとに、

全日の使用料の１時間当たりの額（１０円未満切捨て）に相

当する額とする。

別表第２（第５条、第１２条関係）

附属設備及び備品の使用料

（単位 円）

名称 １回につ

いての使

用料

区分 番号 種類又は品名 単位

舞台

設備

１ 小せり １基 １，２２０

２ 回り舞台 １基 ３，６６０

３ 音響反射板 １式 ３，７７０

４ 松羽目・竹羽目 １式 ２，６５０

５ 金びょうぶ １双 １，６３０

６ 銀びょうぶ １双 １，６３０

７ 緋（ひ）毛せん １枚 ３００

８ 所作台（花道用） １式 １，７３０

９ 所作台 １式 ５，９１０

１０ 平台 １台 ２００

１１ 地がすり １枚 １，７３０

１２ 紗（しゃ）幕 １枚 １，０１０

１３ 大太鼓 １式 ８１０

１４ 指揮者台 １台 ３００

１５ 楽団用譜面台 １台 １００

１６ 上敷長ござ １枚 ３００

１７ めくり台 １台 １００

１８ 長座布団 １枚 ２００

１９ 司会者台 １台 ２００

２０ 演台 １台 ４００

２１ ドライアイスマシン １台 ７１０

２２ スモークマシン １台 ７１０

２３ コントラバス用椅（い）子 １脚 １００

照明

設備

２４ フットライト １列 ６１０

２５ フットライト（花道用） １列 ３００

２６ アッパーホリゾントライト １列 １，３２０

２７ ロアーホリゾントライト １列 １，６３０

２８ ボーダーライト １列 ９１０

２９ プロセニアムスポットライ

ト

１列 ８１０
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３０ サスペンションスポットラ

イト

１列 １００

３１ フロントサイドスポットラ

イト

１列 ２００

３２ シーリングスポットライト １列 ８１０

３３ センターフォロースポット

ライト

１台 １，８３０

３４ 天井反射板ライト １式 １，４２０

３５ スポットライト １台 ３００

３６ 効果マシン １台 ９１０

３７ ミラーボール １台 ８１０

３８ 記憶式証明操作卓 １式 ３，７７０

３９ スタンド １本 １００

音響

設備

４０ 音響調整卓 １台 ２，４４０

４１ テープレ コンソール型 １台 ２，０３０

コーダー カセット型 １台 ８１０

４２ レコード

プレーヤ

ー

コンソール型 １台 １，２２０

ポータブル型 １台 ６１０

４３ ＣＤプレーヤー １台 ８１０

４４ マイクエレベーター装置 １式 ７１０

４５ 三点つりマイク装置 １式 １，０１０

４６ ワイヤレ ハンド型 １式 １，５２０

スマイク ネクタイピン型 １式 １，６３０

４７ ステージスピーカー １台 １，０１０

４８ ホールドバックスピーカー １台 １，４２０

４９ マイクロ ダイナミック型 １本 ７１０

ホン その他 １本 ８１０

５０ マイクスタンド １本 ２００

楽器 ５１ グランド

ピアノ

カワイＥＸ １台 ５，３００

カワイＫＧ―２

Ａ

１台 ２，０３０

映写

設備

５２ １６ミリ映写機 １台 ４，３８０

５３ スクリーン １枚 ９１０

５４ ＯＨＰ １台 １，２２０

５５ スライド映写機 １台 １，２２０

中継

設備

５６ テレビ録画中継設備 １式 ９，１７０

その

他

５７ 持込電気機器 １キロワ

ットまで

ごとに

２００

注１ この表において「１回」とは、別表第１に掲げる午前、

午後及び夜間の各区分をいう。

２ ピアノの使用料には、調律料を含まない。

３ ホール、楽屋及びリハーサル室以外の施設に備付けの附

属設備及び備品の使用料は、各施設の使用料に含まれるも
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のとする。

様式第１号（第８条関係）

（表）

愛媛県生涯学習センター使用許可申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

使

用

日

時

年 月 日（ ） 時 分から 年 月 日（ ） 時

分まで

区 分 準備・練習 開場 開演 終演 整理

終了

備考

月 日 ： ～ ： ： ： ： ： ：

月 日 ： ～ ： ： ： ： ： ：

月 日 ： ～ ： ： ： ： ： ：

月 日 ： ～ ： ： ： ： ： ：

使

用

目

的

行事等の名

称

行事等の内

容

入

場

料

□ 徴収する

区 分 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ □ 徴収しない

料 金

入

場

券

□ 前売券 □ 当日券 □ 指定席券 □ 自由席券

□ 会員券 □ 整理券 □ 招待券 □ その他

住 所

会 場

責任者
氏 名

電話番号

打 合 せ 予 定 年 月 日（ ） 時頃

（備 考）

注１ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付してください。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

（裏）

区 分

月 日

（ ）

月 日

（ ）

月 日

（ ）

午

前

午

後

夜

間

午

前

午

後

夜

間

午

前

午

後

夜

間

パ ソ コ ン 演 習 室

展 示 室

研

修

室

第 １ 研 修 室

第 ２ 研 修 室

第 ３ 研 修 室

第 ４ 研 修 室

第 ５ 研 修 室

第２・第３研修室
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第４・第５研修室

大研修室（全体）

大研修室（ Ａ ）

大研修室（ Ｂ ）

演 劇 レ ッ ス ン 室

音 楽 レ ッ ス ン 室

ホ ー ル

楽

屋

楽 屋 １

楽 屋 ２

楽 屋 ３

リ ハ ー サ ル 室

会

議

室

全 体

Ａ

Ｂ

附 属 設 備 及 び 備 品

（備考）

注 リハーサル又は準備に使用するときは準を、本番に使用す

るときは本を、整理に使用するときは整を、それぞれ記入し

てください。

様式第２号（第８条、第１０条、様式第３号関係） 愛媛県生涯学習

センター使用許可書

（表）

愛媛県生涯学習センター使用許可書

第 号

年 月 日

様

愛媛県教育委員会 �

使用施設 年 月 日

時 間 帯

（午前・午後・夜間・

全日）

使用施設及び

使用日時

行事等の名称

許可の条件

使用上の注意 裏面記載の使用上の注意事項を遵守すること。

（備 考）

（裏）

使用上の注意事項

１ 許可の条件を遵守すること。

２ 愛媛県生涯学習センター（以下「センター」という。）

が収集し、保管し、若しくは展示する資料又はセンターの

施設、附属設備等を滅失し、又は損傷したときは、直ちに

その旨をセンターの職員に届け出るとともに、原状回復を

し、又はそれによって生じた損害を賠償すること。

３ 天災その他センターを使用する者の責めに帰することが
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できない理由により使用が不能となった場合又はセンター

を使用する者が次表の左欄に掲げる施設の区分に応じ同表

の右欄に掲げる日までに使用の取消しを申し出て、教育委

員会がやむを得ないと認めた場合のほかは、納付した使用

料を還付しない。

施 設 の 区 分 取消しの申出日

ホール 使用日の３０日前の日

ホール以外 使用日の７日前の日

４ 使用時間を厳守すること。

５ センターの施設、附属設備等の使用を終えたときは、直

ちに当該施設、附属設備等を現状に回復するとともに、そ

の旨をセンターの職員に届け出ること。

６ センターの職員の指示に従うこと。

７ その他センターの使用に関する諸規程を遵守すること。

様式第３号（第１０条関係） 愛媛県生涯学習センター使用変更許可

申請書

愛媛県生涯学習センター使用

変 更 許 可 申 請 書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

使用日時
年 月 日（ ） 時 分から

年 月 日（ ） 時 分まで

変更事項 変 更 前 変 更 後

変更内容

変更理由

（備 考）

注１ 使用許可書を添付してください。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第１４条関係） 愛媛県生涯学習センター使用料還付申

請書

愛媛県生涯学習センター

使 用 料 還 付 申 請 書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

�

許可年月日

及 び 番 号
年 月 日 第 号

使 用 日 時
年 月 日（ ） 時 分から

年 月 日（ ） 時 分まで

使 用 料
納付年月日 年 月 日 領収書番号第 号

既納額 円

還付請求金額 円
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申 請 理 由

（備考）

様式第１号（第２条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用

許可申請書

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第５号（第１５条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用

等許可申請書

愛媛県生涯学習センター資料特別利用 許可申請書

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

愛媛県生涯学習センター資料特別利用等許可申請書

省略

愛媛県生涯学習センター所長 様

省略

特別利用 に

係るセンター

資料及び特別

利用 の方法

省略 省略 利用 の方法 特別利用等に

係るセンター

資料及び特別

利用等の方法

省略 省略 利用等の方法

特別利用 の

日時

特別利用等の

日時

特別利用 の

目的

□ 非営利

□ 営利

特別利用等の

目的

省略 省略

注意１ 特別利用 の方法は、次のとおりです。

閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこ

れら により得たものの展示若しくは

刊行物への掲載

２ 特別利用 に係るセンター資料等が寄託されたもの

であるときは、その寄託者の承諾書を添付してくださ

い。

注意１ 特別利用等の方法は、次のとおりです。

特別利用（閲覧、撮影、複写、模写、模造、その

他）、特別利用により得たものの展示、特別利用によ

り得たものの刊行物への掲載

２ 特別利用等に係るセンター資料等が寄託されたもの

であるときは、その寄託者の承諾書を添付してくださ

い。

注１ 特別利用の目的の欄は、該当する□の中にレ印を付する

とともに、特別利用の目的を具体的に記入すること。

２ 省略

様式第２号（第２条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用

許可書

（表）

注 省略

様式第６号（第１５条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用

等許可書

愛媛県生涯学習センター資料特別利用 許可書

省略

愛媛県教育委員会 �

愛媛県生涯学習センター資料特別利用等許可書

省略

愛媛県生涯学習センター所長 �

特別利用 に

係るセンター

資料及び特別

利用 の方法

省略 省略 利用 の方法 特別利用等に

係るセンター

資料及び特別

利用等の方法

省略 省略 利用等の方法

特別利用 の

日時

特別利用等の

日時

特別利用 の

目的

特別利用等の

目的

省略 省略

特別利用上の

注意

裏面記載のとおり。

（裏）

特別利用上の注意事項

１ 許可の条件を遵守すること。
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２ 愛媛県生涯学習センター（以下「センター」という。）

で収集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「センタ

ー資料」という。）又はセンターの施設、附属設備等を滅

失し、又は損傷したときは、直ちにその旨を教育委員会の

職員に届け出るとともに、原状回復をし、又はそれによっ

て生じた損害を賠償すること。

３ 天災その他センター資料の特別利用をする者の責めに帰

することができない理由により特別利用が不能となった場

合又はセンター資料の特別利用をする者が利用日の前日ま

でに特別利用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得

ないと認めた場合のほかは、納付した特別利用料を還付し

ない。

４ 教育委員会の職員の指示に従うこと。

５ その他センターの使用に関する諸規程を遵守すること。

様式第３号（第６条関係） 愛媛県生涯学習センター資料特別利用

料還付申請書

愛媛県生涯学習センター資料特別利用料還付申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

�

許可年月日

及び番号
年 月 日 第 号

特別利用日時

特別利用料
納付年月日 年 月 日 領収書番号第 号

既納額 円

還付請求金額 円

申請理由

（備 考）

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第７条関係） 省略 様式第７号（第１６条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

省略

愛媛県生涯学習センター所長 様

省略

注 省略

様式第５号（第７条関係） 省略

注 省略

様式第８号（第１６条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 �

省略

省略

愛媛県生涯学習センター所長 �

省略

様式第６号（第７条関係） 省略 様式第９号（第１６条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

省略

愛媛県生涯学習センター所長 様

省略

注 省略

様式第７号（第７条関係） 省略

注 省略

様式第１０号（第１６条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 �

省略

省略

愛媛県生涯学習センター所長 �

省略
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様式第８号（第８条関係） 省略 様式第１１号（第１７条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会教育長 様

省略

省略

愛媛県生涯学習センター所長 様

省略

注 省略

様式第９号（第８条関係） 愛媛県生涯学習センター寄贈資料受領

証

注 省略

愛媛県生涯学習センター寄贈資料受領証

第 号

年 月 日

様

愛媛県教育委員会教育長 �

年 月 日付けで寄贈申出のあった資料について

は、次のとおり受領しました。

今後は、生涯学習センターで大切に活用させていただきま

す。

寄贈を受けた資料の名称 規 格 数 量 等 備 考

様式第１０号（第９条関係） 省略

（表）

様式第１２号（第１７条関係） 省略

（表）

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

省略

愛媛県生涯学習センター所長 様

省略

（裏） （裏）

省略

１・２ 省略

３ 使用に関すること。

愛媛県教育委員会 （以下「教育委員会」とい

う。）が調査研究又は啓発のための活動（複製の作成及び

刊行物への掲載を除く。）に使用することに同意します。

４ 複製の作成に関すること。

□ 教育委員会が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認します。

□ 教育委員会が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認しません。

５ 刊行物への掲載に関すること。

□ 教育委員会が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認します。

□ 教育委員会が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認しません。

６ 省略

７ 上記に定めのないことは、教育委員会と協議の上決定し

ます。

省略

１・２ 省略

３ 使用に関すること。

愛媛県生涯学習センター（以下「センター 」とい

う。）が調査研究又は啓発のための活動（複製の作成及び

刊行物への掲載を除く。）に使用することに同意します。

４ 複製の作成に関すること。

□ センター が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認します。

□ センター が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認しません。

５ 刊行物への掲載に関すること。

□ センター が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認します。

□ センター が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認しません。

６ 省略

７ 上記に定めのないことは、センター と協議の上決定し

ます。

様式第１３号（第１７条関係） 愛媛県生涯学習センター寄贈資料受領

証

愛媛県生涯学習センター寄贈資料受領証

第 号

年 月 日

様

愛媛県生涯学習センター所長 �
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年 月 日付けで寄贈申出のあった資料について

は、次のとおり受領しました。

今後は、生涯学習センターで大切に活用させていただきま

す。

寄贈を受けた資料の名称 規 格 数 量 等 備 考

様式第１１号（第９条関係） 省略

（表）

様式第１４号（第１７条関係） 省略

（表）

省略

愛媛県教育委員会 �

省略

省略

愛媛県生涯学習センター所長 �

省略

（裏） （裏）

省略

１・２ 省略

３ 使用に関すること。

愛媛県教育委員会 （以下「教育委員会」とい

う。）が調査研究又は啓発のための活動（複製の作成及び

刊行物への掲載を除く。）に使用することに同意します。

４ 複製の作成に関すること。

□ 教育委員会が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認します。

□ 教育委員会が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認しません。

５ 刊行物への掲載に関すること。

□ 教育委員会が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認します。

□ 教育委員会が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認しません。

６ 省略

７ 上記に定めのないことは、教育委員会と協議の上決定し

ます。

省略

１・２ 省略

３ 使用に関すること。

愛媛県生涯学習センター（以下「センター 」とい

う。）が調査研究又は啓発のための活動（複製の作成及び

刊行物への掲載を除く。）に使用することに同意します。

４ 複製の作成に関すること。

□ センター が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認します。

□ センター が寄託に係る資料の複製を作成することを

承認しません。

５ 刊行物への掲載に関すること。

□ センター が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認します。

□ センター が寄託に係る資料を刊行物に掲載すること

を承認しません。

６ 省略

７ 上記に定めのないことは、センター と協議の上決定し

ます。

（愛媛県総合科学博物館管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（組織）

（事業）

第２条 博物館は、博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第３条に規

定する事業を行う。

２ 前項に定めるもののほか、次の事業を行う。

� プラネタリウムの運営に関すること。

� 生涯学習に関する次に掲げること。

ア 講座の開設、行事の開催等に関すること。

イ 芸術文化事業の実施に関すること。

ウ 学習情報の収集及び提供並びに学習相談に関すること。

エ 指導者の養成に関すること。

オ その他生涯学習の促進及び援助に関すること。

� 施設の提供に関すること。

（組織）
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第２条 博物館に学芸課を置き、学芸課に、自然研究科、科学技術

研究科及び産業研究科を置く 。

第３条 博物館に次の表の左欄に掲げる課を置き、これらの課にそ

れぞれ同表の右欄に掲げる係及び科を置く。

総務課 総務係

振興課 企画普及係 生涯学習係

学芸課 自然研究科 科学技術研究科 産業研究科

（職員の職）

第３条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 担当係長

� 省略

	 省略


 省略

（職員の職）

第４条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

� 省略

� 参事

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 係長

	 省略


 主任

� 省略

� 主事


 技師

� 省略

� 主任業務員

� 業務員

（開館時間等）

第５条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、博物館の施設のうち、別表第１に掲

げる施設は、午前９時から午後１０時まで使用することができる。

３ 館長は、特別の事情があると認めるときは、第１項の開館時間

及び前項の使用時間を変更することができる。

（休館日）

第６条 博物館の休館日は、次のとおりとする。

� 毎月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日

（これらの日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるとき

は、当該休日の直後の休日でない日）

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで

２ 館長は、特別の事情があると認めるときは、臨時に休館し、又

は休館日に開館することができる。

（入館の制限）

第７条 館長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者に

ついては、入館を禁じ、又は退館を命ずることができる。

� 博物館の秩序を乱し、又は乱すおそれのある者

� 博物館が収集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「博

物館資料」という。）又は博物館の施設、附属設備等を滅失し

若しくは損傷し、又は滅失し若しくは損傷するおそれのある者

� その他博物館の職員の指示に従わない者

（展示室観覧券等の交付）

第８条 館長は、博物館の展示室又はプラネタリウムを観覧しよう

とする者が展示室観覧料又はプラネタリウム観覧料を納付したと

きは、展示室観覧券又はプラネタリウム観覧券を交付する。

（使用の許可）

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号外１

２７



第９条 博物館の施設のうち、次の各号に掲げる施設を使用しよう

とする者は、それぞれ当該各号に定める期間内に愛媛県総合科学

博物館使用許可申請書（様式第１号。以下「使用許可申請書」と

いう。）を教育委員会に提出し、その許可を受けなければならな

い。

� 多目的ホール、控室及び企画展示室 使用日の１年前から７

日前まで

� 研修室、パソコン演習室及びミーティングルーム 使用日の

６月前から２日前まで

２ 教育委員会は、前項の規定による使用の許可の申請があった場

合において、使用が適当であると認めるときは、使用の許可を決

定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総合科学博物館使用許可

書（様式第２号。以下「使用許可書」という。）を交付するもの

とする。この場合において、博物館の管理運営上又は公益上必要

があると認めるときは、許可に条件を付することがある。

３ 教育委員会は、第１項に定める期間外に使用許可申請書の提出

があった場合であっても、特に理由があると認めるときは、同項

の使用の許可をすることがある。

（許可の基準）

第１０条 教育委員会は、博物館を使用しようとする者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、前条第１項の使用の許可を

しないものとする。博物館の管理運営上やむを得ない理由がある

ときも、同様とする。

� 博物館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 博物館資料又は博物館の施設、附属設備等を滅失し、又は損

傷するおそれがあるとき。

（使用の許可の変更）

第１１条 第９条第１項の使用の許可を受けた者（以下「使用者」と

いう。）は、使用日時、入場料徴収の有無その他教育委員会が定

める事項を変更しようとするときは、あらかじめ愛媛県総合科学

博物館使用変更許可申請書（様式第３号）に使用許可書を添えて

教育委員会に提出し、その許可を受けなければならない。

（使用の許可の取消し等）

第１２条 教育委員会は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、その使用の許可を取り消し、又は使用を制限し、

若しくは停止することがある。博物館の管理運営上やむを得ない

理由があるときも、同様とする。

� この規則に違反し、又は博物館の職員の指示に従わないと

き。

� 偽りその他不正な手段により使用の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 使用の許可の条件に違反したとき。

（使用料の額）

第１３条 愛媛県総合科学博物館使用料条例（平成６年愛媛県条例第

１５号。以下「条例」という。）第２条第１項に規定する教育委員

会が定める使用料の額は、別表第２に掲げるとおりとする。

（展示室観覧料等の減免）

第１４条 教育委員会は、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる者

に対しては、展示室観覧料及びプラネタリウム観覧料（以下「展

示室観覧料等」という。）を免除する。

� 教育課程に基づく学習活動として、プラネタリウムを観覧す

る県内の小学校、中学校又は中等教育学校の前期課程の児童又

は生徒及び展示室又はプラネタリウムを観覧する県内の高等学
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（特別利用の許可の申請等）

第４条 愛媛県総合科学博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２６

号。以下「条例」という。）第１５条第１項の規定による特別利用

の許可を受けようとする者は、教育委員会

に愛媛県総合科学博物館資料特

別利用 許可申請書（様式第１号）を提出しなければならない

。

２ 省略

３ 教育委員会は、第１項の規定による特別利用 の許可の申請が

あった場合において、特別利用 が適当であると認めるときは、

特別利用 の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総

合科学博物館資料特別利用 許可書（様式第２号）を交付するも

校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校の生徒並びにこ

れらの引率者

� 身体に障害を有する者で、本人又はその保護者が身体障害者

福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者

手帳の交付を受けているもの及びその介護者

� 都道府県又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の

１９第１項の指定都市から療育手帳の交付を受けている者及びそ

の介護者

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者及びその介護者

� ６５歳以上の者

２ 教育委員会は、前項に定めるもののほか、必要と認めるとき

は、条例第４条の規定に基づき、展示室観覧料等を免除し、又は

その一部を減額することがある。

３ 前２項の規定にかかわらず、特別の展示に係る展示室観覧料の

減免については、教育委員会がその都度定める。

４ 第１項第１号の規定により展示室観覧料等の免除を受けようと

するときは、あらかじめ、学校長が愛媛県総合科学博物館展示室

観覧料等免除申請書（様式第４号）を教育委員会に提出しなけれ

ばならない。

５ 第１項第２号から第５号までの各号の規定により展示室観覧料

等の免除を受けようとする者は、当該各号に該当することを証す

る書類を提示しなければならない。

（施設使用料の還付）

第１５条 条例第５条第２号に規定する教育委員会が定める日は、次

の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりと

する。

� 多目的ホール、控室及び企画展示室 使用日の３０日前の日

� 研修室、パソコン演習室及びミーティングルーム 使用日の

７日前の日

第１６条 条例第５条ただし書の規定により、教育委員会は、次の各

号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付

する。

� 条例第５条第１号に該当する場合 使用料の全額

� 条例第５条第２号に該当する場合 使用料の５０パーセントに

相当する額

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようとする者は、愛媛県

総合科学博物館使用料還付申請書（様式第５号）を教育委員会に

提出しなければならない。

（博物館資料の特別利用等）

第１７条 自然史、科学技術及び産業史（以下「自然史等」とい

う。）に関する学術上の調査研究又は啓発のために、博物館資料

の閲覧、撮影、複写、模写、模造等（以下「特別利用」とい

う。）をしようとする者は、館長に愛媛県総合科学博物館資料特

別利用等許可申請書（様式第６号）を提出し、その許可を受けな

ければならない。博物館資料の特別利用により得たものを展示

し、又は刊行物に掲載しようとする者も、同様とする。

２ 省略

３ 館長 は、第１項の規定による特別利用等の許可の申請が

あった場合において、特別利用等が適当であると認めるときは、

特別利用等の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総

合科学博物館資料特別利用等許可書（様式第７号）を交付しなけ
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のとする 。

（特別利用料の額）

第５条 条例第１７条に規定する教育委員会が定める特別利用料の額

は、別表に掲げるとおりとする。

（特別利用料の減免）

第６条 教育委員会は、条例第１８条の規定に基づき、次に掲げる者

に対しては、特別利用料を免除する。

� 自然史、科学技術及び産業史に関する教育、学術上の調査研

究又は啓発のために特別利用をする者で、教育委員会が必要と

認めるもの

� 博物館の広報に関し効果があると認められる用途に供するこ

とを目的として特別利用をする者

２ 教育委員会は、前項に定めるもののほか、必要と認めるとき

は、条例第１８条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその

一部を減額することがある。

（特別利用料の還付）

第７条 条例第１９条第２号に規定する教育委員会が定める日は、利

用日の前日とする。

第８条 条例第１９条ただし書の規定により、教育委員会は、次の各

号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付

する。

� 条例第１９条第１号に該当する場合 特別利用料の全額

� 条例第１９条第２号に該当する場合 特別利用料の５０パーセン

トに相当する額

２ 前項の規定により特別利用料の還付を受けようとする者は、愛

媛県総合科学博物館資料特別利用料還付申請書（様式第３号）を

教育委員会に提出しなければならない。

（館外貸出しの許可の申請等）

第９条 条例第２０条第２項の規定による博物館資料の館外貸出しの

許可を受けようとする者は、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出

許可申請書（様式第４号）を教育委員会に提出しなければならな

い 。この場合において、当該博物館資料が寄託

されたものであるときは、同申請書に、当該博物館資料の寄託者

の承諾書を添付しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があ

った場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館

外貸出しの許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総合

科学博物館資料館外貸出許可書（様式第５号）を交付するものと

する 。

３ 博物館資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、教育

委員会がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでな

い。

４ 博物館資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を延

長しようとするときは、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出期間

延長申請書（様式第６号）を教育委員会に提出しなければならな

い 。

５ 教育委員会は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請が

ればならない。この場合において、博物館資料の管理上必要があ

ると認めるときは、許可に条件を付することがある。

（博物館資料の館外貸出し）

第１８条 館長は、博物館の業務に支障がない場合であって、自然史

等に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認めら

れ、かつ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博

物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により博物館資料の館外貸出し

を受けようとする者は、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出

許可申請書（様式第８号）を館長 に提出し、その許可を受

けなければならない。この場合において、当該博物館資料が寄託

されたものであるときは、同申請書に、当該博物館資料の寄託者

の承諾書を添付しなければならない。

３ 館長 は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があ

った場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館

外貸出しの許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県総合

科学博物館資料館外貸出許可書（様式第９号）を交付しなければ

ならない。この場合において、博物館資料の管理上必要があると

認めるときは、許可に条件を付することがある。

４ 博物館資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、館長

がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでな

い。

５ 博物館資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を延

長しようとするときは、愛媛県総合科学博物館資料館外貸出期間

延長申請書（様式第１０号）を館長 に提出し、その許可を受

けなければならない。

６ 館長 は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請が
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あった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、

館外貸出期間の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県

総合科学博物館資料館外貸出期間延長決定書（様式第７号）を交

付するものとする 。

あった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、

館外貸出期間の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県

総合科学博物館資料館外貸出期間延長決定書（様式第１１号）を交

付しなければならない。

７ 館長は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可した博

物館資料の返還を求めることができる。

（資料の寄贈又は寄託）

第１０条 省略

２ 博物館に資料を寄贈しようとする者は愛媛県総合科学博物館資

料寄贈申出書（様式第８号）を、資料を寄託しようとする者は愛

媛県総合科学博物館資料寄託申請書（様式第９号）を館長に提出

しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった

場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受入

れが適当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたとき

は、寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県総合科学博物館寄贈資料受

領証（様式第１０号）又は愛媛県総合科学博物館寄託資料預り証

（様式第１１号）を交付しなければならない。

４ 省略

５ 県及び指定管理者は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害

に対しては、その責めを負わないものとする。

第１１条 省略

別表（第５条関係）

（資料の寄贈又は寄託）

第１９条 省略

２ 博物館に資料を寄贈しようとする者は愛媛県総合科学博物館資

料寄贈申出書（様式第１２号）を、資料を寄託しようとする者は愛

媛県総合科学博物館資料寄託申請書（様式第１３号）を館長に提出

しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった

場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受入

れが適当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたとき

は、寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県総合科学博物館寄贈資料受

領証（様式第１４号）又は愛媛県総合科学博物館寄託資料預り証

（様式第１５号）を交付しなければならない。

４ 省略

５ 博物館 は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害

に対しては、その責めを負わないものとする。

（損害賠償等）

第２０条 自己の責めに帰すべき理由により、博物館資料又は博物館

の施設、附属設備等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、

又はそれによって生じた損害を賠償しなければならない。

第２１条 省略

別表第１（第５条関係）

特別利用料 施設名 多目的ホール、控室、研修室、パソコン演習室、

ミーティングルーム区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５００円 別表第２（第１３条関係）

模写・模造 １点１回につき ５，０００円 １ 展示室観覧料

撮影・複写 １点１回につき ５，０００円 区分 一般 団体（２０人

原版使用 １点１回につき ５，０００円 以上）

注１ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又

は１箱を１点とする。

２ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数

１５歳以上の者（中学校及び中等

教育学校の前期課程の生徒を除

く。）

５００円 ４００円

量に応じて数点に分けるものとする。

３ その他の資料は、各個を１点とする。

２ プラネタリウム観覧料

区分 一般 団体（２０人以

上）

１５歳以上の者（中学校及び中等

教育学校の前期課程の生徒を除

く。）

５００円 ４００円

小学校の児童並びに中学校及び

中等教育学校の前期課程の生徒

２５０円 ２００円

３ 施設使用料

区分 使用料

午前 午後 夜間 全日

９：００

～

１２：００

１３：００

～

１７：００

１８：００

～

２２：００

９：００

～

２２：００
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多目

的ホ

ール

入場料が無料の場

合

４，２８０

円

７，１３０

円

９，３７０

円

１９，１６０

円

入場料が有料の場

合

６，８４０

円

１１，４００

円

１４，９９０

円

３０，６５０

円

控室１ ２００円 ３００円 ４００円 ９１０円

控室２ ５００円 ７１０円 ９１０円 ２，０３０

円

第１研修室 ３，９７０

円

５，３００

円

５，３００

円

１４，５７０

円

第２研修室 ２，０３０

円

２，６５０

円

２，６５０

円

７，３３０

円

第３研修室 １，７３０

円

２，２４０

円

２，２４０

円

６，２１０

円

パソコン演習室 ４，９９０

円

６，７２０

円

６，７２０

円

１８，４３０

円

ミーティングルーム １，９３０

円

２，５４０

円

２，５４０

円

７，０１０

円

企

画

展

示

室

入場料

が無料

の場合

全体使用 １４，０６０円

２分の１使

用

７，０３０円

入場料

が有料

の場合

全体使用 ２２，４９０円

２分の１使

用

１１，２４０円

注１ 午前及び午後又は午後及び夜間を継続して使用する場合

の使用料は、午前及び午後又は午後及び夜間の使用料の合

計額とする。

２ 多目的ホール又は企画展示室の使用者がこれらの施設を

商品の宣伝、展示、販売等営利を目的として使用するとき

の使用料は、入場料徴収の有無にかかわらず、入場料が有

料の場合に相当する額とする。

３ 午前、午後、夜間及び全日の区分ごとに指定する時間以

外の時間に使用する場合の使用料は、１時間までごとに、

全日の使用料の１時間当たりの額（１０円未満切捨て）に相

当する額とする。

様式第１号（第９条関係） 愛媛県総合科学博物館使用許可申請書

愛媛県総合科学博物館使用許可申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

使 用 施 設 年 月 日

時 間 帯

（午前・午後・

夜間・全日）

使用施設及

び使用日時

行事等の名称

行事等の内容
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使 用 目 的 入 場 料

該当する□の�
�
�
�
�
�

中にレ印を付

�
�
�
�
�
�けてください。

□ 徴収しない �
�
□営利

□非営利

□ 徴収する

使用責任者

氏 名 電話番号

住所又は

連 絡 先

ＦＡＸ番号

（備 考）

注意 使用施設は、次のとおりです。

多目的ホール、控室１、控室２、第１研修室、第２研

修室、第３研修室、パソコン演習室、ミーティングルー

ム、企画展示室（全体使用）、企画展示室（２分の１使

用）

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第２号（第９条、第１１条、様式第３号関係） 愛媛県総合科学

博物館使用許可書

（表）

愛媛県総合科学博物館使用許可書

第 号

年 月 日

様

愛媛県教育委員会 �

使用施設 年 月 日

時 間 帯

（午前・午後・夜間・

全日）

使用施設及び

使 用 日 時

行事等の名称

許可の条件

使用上の注意 裏面記載の使用上の注意事項を遵守すること。

（備 考）

（裏）

使用上の注意事項

１ 許可の条件を遵守すること。

２ 愛媛県総合科学博物館（以下「博物館」という。）が収

集し、保管し、若しくは展示する資料又は博物館の施設、

附属設備等を滅失し、又は損傷したときは、直ちにその旨

を博物館の職員に届け出るとともに、原状回復をし、又は

それによって生じた損害を賠償すること。

３ 天災その他博物館を使用する者の責めに帰すことができ

ない理由により使用が不能となった場合又は博物館を使用

する者が次表の左欄に掲げる施設の区分に応じ同表の右欄

に掲げる日までに使用の取消しを申し出て、教育委員会が

やむを得ないと認めた場合のほかは、納付した使用料を還

付しない。

施 設 の 区 分 取消しの申出日
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多目的ホール、控室、企画展示室 使用日の３０日前の日

研修室、パソコン演習室、ミーテ

ィングルーム

使用日の７日前の日

４ 使用時間を厳守すること。

５ 博物館の施設、附属設備等の使用を終えたときは、直ち

に当該施設、附属設備等を現状に回復するとともに、その

旨を博物館の職員に届け出ること。

６ 博物館の職員の指示に従うこと。

７ その他博物館の使用に関する諸規程を遵守すること。

様式第３号（第１１条関係） 愛媛県総合科学博物館使用変更許可申

請書

愛媛県総合科学博物館使用変更許可申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 変 更 理 由

（備 考）

注意 愛媛県総合科学博物館使用許可書（様式第２号）を添

付してください。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第１４条関係） 愛媛県総合科学博物館展示室観覧料免

除申請書

愛媛県総合科学博物館展示室観覧料免除申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

学校の所在地

申請者 学校名及び学校長の氏名

電話番号

行事等の名称

観覧の日時

展 示 室 年 月 日

時 分から 時 分 まで

プラネタリウム 年 月 日

時 分から 時 分 まで

申請の理由

教育課程に基づく学習活動として展示室又は

プラネタリウムを観覧する。

（具体的内容）

免除対象者の

人数等

人数 児童・生徒 人（ 学年）

引 率 者 人

計 人

氏 名 電 話 番 号

実施責任者 住所又は

連 絡 先

ＦＡＸ番号

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第５号（第１６条関係） 愛媛県総合科学博物館使用料還付申請

書
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愛媛県総合科学博物館使用料還付申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

�

許可年月日及

び番号
年 月 日 第 号

使用許可の内

容 使 用 施 設 年 月 日

時 間 帯

（午前・午後・夜間・

全日）

申請の理由

使用料
納付年月日 年 月 日

領収書

番号
第 号

既納額 円

還付請求金額 円

様式第１号（第４条関係） 愛媛県総合科学博物館資料特別利用

許可申請書

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第６号（第１７条関係） 愛媛県総合科学博物館資料特別利用等

許可申請書

愛媛県総合科学博物館資料特別利用 許可申請書

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

愛媛県総合科学博物館資料特別利用等許可申請書

省略

愛媛県総合科学博物館長 様

省略

特別利用 に

係る博物館資

料及び特別利

用 の方法

省略 省略 利用 の方法 特別利用等に

係る博物館資

料及び特別利

用等の方法

省略 省略 利用等の方法

特別利用

の日時

特別利用等

の日時

特別利用

の目的

□ 非営利

□ 営利

特別利用等

の目的

省略 省略

注意１ 特別利用 の方法は、次のとおりです。

閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこ

れらにより得たものの展示若しくは

刊行物への掲載

２ 特別利用 に係る博物館資料等が寄託されたもので

あるときは、その寄託者の承諾書を添付してくださ

い。

注意１ 特別利用等の方法は、次のとおりです。

特別利用（閲覧、撮影、複写、模写、模造、その

他）、特別利用により得たものの展示、特別利用によ

り得たものの刊行物への掲載

２ 特別利用等に係る博物館資料等が寄託されたもので

あるときは、その寄託者の承諾書を添付してくださ

い。

注１ 特別利用の目的の欄は、該当する□の中にレ印を付すると

ともに、特別利用の目的を具体的に記入すること。

２ 省略

様式第２号（第４条関係） 愛媛県総合科学博物館資料特別利用

許可書

（表）

注 省略

様式第７号（第１７条関係） 愛媛県総合科学博物館資料特別利用等

許可書

愛媛県総合科学博物館資料特別利用 許可書

省略

愛媛県総合科学博物館資料特別利用等許可書

省略
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愛媛県教育委員会 � 愛媛県総合科学博物館長 �

特別利用 に

係る博物館資

料及び特別利

用 の方法

省略 省略 利用 の方法 特別利用等に

係る博物館資

料及び特別利

用等の方法

省略 省略 利用等の方法

特別利用

の日時

特別利用等

の日時

特別利用

の目的

特別利用等

の目的

省略 省略

特別利用上の

注意

裏面記載のとおり。

（裏）

特別利用上の注意事項

１ 許可の条件を遵守すること。

２ 愛媛県総合科学博物館（以下「博物館」という。）で収

集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「博物館資

料」という。）又は博物館の施設、附属設備等を滅失し、

又は損傷したときは、直ちにその旨を博物館の職員に届け

出るとともに、原状回復をし、又はそれによって生じた損

害を賠償すること。

３ 天災その他博物館資料の特別利用をする者の責めに帰す

ることができない理由により特別利用が不能となった場合

又は博物館資料の特別利用をする者が利用日の前日までに

特別利用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ない

と認めた場合のほかは、納付した特別利用料を還付しな

い。

４ 博物館の職員の指示に従うこと。

５ その他博物館の使用に関する諸規程を遵守すること。

様式第３号（第８条関係） 愛媛県総合科学博物館特別利用料還付

申請書

愛媛県総合科学博物館資料特別利用料還付申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

�

許可年月日

及び番号
年 月 日 第 号

特別利用日時

特別利用料 納付年月日 年 月 日 領収書番号第 号

既納額 円

還付請求金額 円

申請理由

（備 考）

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第９条関係） 省略 様式第８号（第１８条関係） 省略
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省略

愛媛県教育委員会 様

省略

省略

愛媛県総合科学博物館長 様

省略

様式第５号（第９条関係） 省略 様式第９号（第１８条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 �

省略

省略

愛媛県総合科学博物館長 �

省略

様式第６号（第９条関係） 省略 様式第１０号（第１８条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

省略

愛媛県総合科学博物館長 様

省略

様式第７号（第９条関係） 省略 様式第１１号（第１８条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 �

省略

省略

愛媛県総合科学博物館長 �

省略

様式第８号（第１０条関係） 省略

様式第９号（第１０条関係） 省略

様式第１０号（第１０条関係） 省略

様式第１１号（第１０条関係） 省略

様式第１２号（第１９条関係） 省略

様式第１３号（第１９条関係） 省略

様式第１４号（第１９条関係） 省略

様式第１５号（第１９条関係） 省略

（愛媛県歴史文化博物館管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（組織）

第２条 博物館に学芸課を置き、学芸課に、歴史・文書研究科、民

俗研究科及び考古研究科を置く 。

（事業）

第２条 博物館は、博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第３条に規

定する事業を行う。

２ 前項に定めるもののほか、次の事業を行う。

� 生涯学習に関する次に掲げること。

ア 講座の開設、行事の開催等に関すること。

イ 芸術文化事業の実施に関すること。

ウ 学習情報の収集及び提供並びに学習相談に関すること。

エ 指導者の養成に関すること。

オ その他生涯学習の促進及び援助に関すること。

� 施設の提供に関すること。

（組織）

第３条 博物館に次の表の左欄に掲げる課を置き、これらの課にそ

れぞれ同表の右欄に掲げる係及び科を置く。

総務課 総務係

振興課 企画普及係 生涯学習係

学芸課 歴史研究科 民俗研究科 考古研究科 文書研究科

（職員の職）

第３条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（職員の職）

第４条 博物館に置かれる職員の職は、次のとおりとする。

� 省略

� 参事

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略
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� 担当係長

� 省略

� 省略

� 省略

� 係長

� 省略

� 主任

� 省略

� 主事

� 省略

� 主任業務員

	 業務員

（開館時間等）

第５条 博物館の開館時間は、午前９時から午後５時３０分までとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、博物館の施設のうち、別表第１に掲

げる施設は、午前９時から午後１０時まで使用することができる。

３ 館長は、特別の事情があると認めるときは、第１項の開館時間

及び前項の使用時間を変更することができる。

（休館日）

第６条 博物館の休館日は、次のとおりとする。


 毎月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日

（これらの日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、

当該休日の直後の休日でない日）

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで

２ 館長は、特別の事情があると認めるときは、臨時に休館し、又

は休館日に開館することができる。

（入館の制限）

第７条 館長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者に

ついては、入館を禁じ、又は退館を命ずることができる。


 博物館の秩序を乱し、又は乱すおそれのある者

� 博物館が収集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「博

物館資料」という。）又は博物館の施設、附属設備等を滅失し

若しくは損傷し、又は滅失し若しくは損傷するおそれのある者

� その他博物館の職員の指示に従わない者

（展示室観覧券の交付）

第８条 館長は、博物館の展示室を観覧しようとする者が展示室観

覧料を納付したときは、展示室観覧券を交付する。

（使用の許可）

第９条 博物館の施設のうち、次の各号に掲げる施設を使用しよう

とする者は、それぞれ当該各号に定める期間内に愛媛県歴史文化

博物館使用許可申請書（様式第１号。以下「使用許可申請書」と

いう。）を教育委員会に提出し、その許可を受けなければならな

い。


 多目的ホール、控室及び企画展示室 使用日の１年前から７

日前まで

� 研修室、パソコン演習室及びミーティングルーム 使用日の

６月前から２日前まで

２ 教育委員会は、前項の規定による使用の許可の申請があった場

合において、使用が適当であると認めるときは、使用の許可を決

定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴史文化博物館使用許可

書（様式第２号。以下「使用許可書」という。）を交付するもの

とする。この場合において、博物館の管理運営上又は公益上必要

があると認めるときは、許可に条件を付することがある。

３ 教育委員会は、第１項に定める期間外に使用許可申請書の提出

があった場合であっても、特に理由があると認めるときは、同項
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の使用の許可をすることがある。

（許可の基準）

第１０条 教育委員会は、博物館を使用しようとする者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、前条第１項の使用の許可を

しないものとする。博物館の管理運営上やむを得ない理由がある

ときも、同様とする。

� 博物館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 博物館資料又は博物館の施設、附属設備等を滅失し、又は損

傷するおそれがあるとき。

（使用の許可の変更）

第１１条 第９条第１項の使用の許可を受けた者（以下「使用者」と

いう。）は、使用日時、入場料徴収の有無その他教育委員会が定

める事項を変更しようとするときは、あらかじめ愛媛県歴史文化

博物館使用変更許可申請書（様式第３号）に使用許可書を添えて

教育委員会に提出し、その許可を受けなければならない。

（使用の許可の取消し等）

第１２条 教育委員会は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、その使用の許可を取り消し、又は使用を制限し、

若しくは停止することがある。博物館の管理運営上やむを得ない

理由があるときも、同様とする。

� この規則に違反し、又は博物館の職員の指示に従わないと

き。

� 偽りその他不正な手段により使用の許可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 使用の許可の条件に違反したとき。

（使用料の額）

第１３条 愛媛県歴史文化博物館使用料条例（平成６年愛媛県条例第

１６号。以下「条例」という。）第２条第１項に規定する教育委員

会が定める使用料の額は、別表第２に掲げるとおりとする。

（展示室観覧料の減免）

第１４条 教育委員会は、条例第４条の規定に基づき、次に掲げる者

に対しては、展示室観覧料を免除する。

� 教育課程に基づく学習活動として展示室を観覧する県内の高

等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校の生徒及び

その引率者

� 身体に障害を有する者で、本人又はその保護者が身体障害者

福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者

手帳の交付を受けているもの及びその介護者

� 都道府県又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の

１９第１項の指定都市から療育手帳の交付を受けている者及びそ

の介護者

� 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）第４５条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けている者及びその介護者

� ６５歳以上の者

２ 教育委員会は、前項に定めるもののほか、必要と認めるとき

は、条例第４条の規定に基づき、展示室観覧料を免除し、又はそ

の一部を減額することがある。

３ 前２項の規定にかかわらず、特別の展示に係る展示室観覧料の

減免については、教育委員会がその都度定める。

４ 第１項第１号の規定により展示室観覧料の免除を受けようとす

るときは、あらかじめ、学校長が愛媛県歴史文化博物館展示室観

覧料免除申請書（様式第４号）を教育委員会に提出しなければな
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（特別利用の許可の申請等）

第４条 愛媛県歴史文化博物館管理条例（平成２０年愛媛県条例第２７

号。以下「条例」という。）第１５条第１項の規定による特別利用

の許可を受けようとする者は、教育委員会に愛媛県歴史文化博物

館資料特別利用 許可申請書（様式第１号）を提出しなければな

らない 。

２ 省略

３ 教育委員会は、第１項の規定による特別利用 の許可の申請が

あった場合において、特別利用 が適当であると認めるときは、

特別利用 の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴

史文化博物館資料特別利用 許可書（様式第２号）を交付するも

のとする 。

（特別利用料の額）

第５条 条例第１７条に規定する教育委員会が定める特別利用料の額

は、別表に掲げるとおりとする。

（特別利用料の減免）

第６条 教育委員会は、条例第１８条の規定に基づき、次に掲げる者

に対しては、特別利用料を免除する。

� 歴史文化に関する教育、学術上の調査研究又は啓発のために

特別利用をする者で、教育委員会が必要と認めるもの

� 博物館の広報に関し効果があると認められる用途に供するこ

とを目的として特別利用をする者

２ 教育委員会は、前項に定めるもののほか、必要と認めるとき

は、条例第１８条の規定に基づき、特別利用料を免除し、又はその

一部を減額することがある。

（特別利用料の還付）

第７条 条例第１９条第２号に規定する教育委員会が定める日は、利

用日の前日とする。

第８条 条例第１９条ただし書の規定により、教育委員会は、次の各

号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付

する。

らない。

５ 第１項第２号から第５号までの各号の規定により展示室観覧料

の免除を受けようとする者は、当該各号に該当することを証する

書類を提示しなければならない。

（施設使用料の還付）

第１５条 条例第５条第２号に規定する教育委員会が定める日は、次

の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりと

する。

� 多目的ホール、控室及び企画展示室 使用日の３０日前の日

� 研修室、パソコン演習室及びミーティングルーム 使用日の

７日前の日

第１６条 条例第５条ただし書の規定により、教育委員会は、次の各

号に掲げる場合においては、それぞれ当該各号に定める額を還付

する。

� 条例第５条第１号に該当する場合 使用料の全額

� 条例第５条第２号に該当する場合 使用料の５０パーセントに

相当する額

２ 前項の規定により使用料の還付を受けようとする者は、愛媛県

歴史文化博物館使用料還付申請書（様式第５号）を教育委員会に

提出しなければならない。

（博物館資料の特別利用等）

第１７条 歴史文化に関する学術上の調査研究又は啓発のために、博

物館資料の閲覧、撮影、複写、模写、模造等（以下「特別利用」

という。）をしようとする者は、館長 に愛媛県歴史文化博物

館資料特別利用等許可申請書（様式第６号）を提出し、その許可

を受けなければならない。博物館資料の特別利用により得たもの

を展示し、又は刊行物に掲載しようとする者も、同様とする。

２ 省略

３ 館長 は、第１項の規定による特別利用等の許可の申請が

あった場合において、特別利用等が適当であると認めるときは、

特別利用等の許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴

史文化博物館資料特別利用等許可書（様式第７号）を交付しなけ

ればならない。この場合において、博物館資料の管理上必要があ

ると認めるときは、許可に条件を付することがある。
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� 条例第１９条第１号に該当する場合 特別利用料の全額

� 条例第１９条第２号に該当する場合 特別利用料の５０パーセン

トに相当する額

２ 前項の規定により特別利用料の還付を受けようとする者は、愛

媛県歴史文化博物館資料特別利用料還付申請書（様式第３号）を

教育委員会に提出しなければならない。

（館外貸出しの許可の申請等）

第９条 条例第２０条第２項の規定による博物館資料の館外貸出しの

許可を受けようとする者は、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出

許可申請書（様式第４号）を教育委員会に提出しなければならな

い 。この場合において、当該博物館資料が寄託

されたものであるときは、同申請書に、当該博物館資料の寄託者

の承諾書を添付しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があ

った場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館

外貸出しの許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴史

文化博物館資料館外貸出許可書（様式第５号）を交付するものと

する 。

３ 博物館資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、教育

委員会がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでな

い。

４ 博物館資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を延

長しようとするときは、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出期間

延長申請書（様式第６号）を教育委員会に提出しなければならな

い 。

５ 教育委員会は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請が

あった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、

館外貸出期間の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県

歴史文化博物館資料館外貸出期間延長決定書（様式第７号）を交

付するものとする 。

（資料の寄贈又は寄託）

第１０条 省略

２ 博物館に資料を寄贈しようとする者は愛媛県歴史文化博物館資

料寄贈申出書（様式第８号）を、資料を寄託しようとする者は愛

媛県歴史文化博物館資料寄託申請書（様式第９号）を館長に提出

しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった

場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受入

れが適当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたときは、

寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県歴史文化博物館寄贈資料受領証

（様式第１０号）又は愛媛県歴史文化博物館寄託資料預り証（様式

第１１号）を交付しなければならない。

４ 省略

５ 県及び指定管理者は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害

に対しては、その責めを負わないものとする。

（博物館資料の館外貸出し）

第１８条 館長は、博物館の業務に支障がない場合であって、歴史文

化に関する学術上の調査研究又は啓発のために特に必要と認めら

れ、かつ、博物館資料の取扱い上の安全が確認できるときは、博

物館資料の館外貸出しを行うことができる。

２ 前項の規定により博物館資料の館外貸出し

を受けようとする者は、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出

許可申請書（様式第８号）を館長 に提出し、その許可を受

けなければならない。この場合において、当該博物館資料が寄託

されたものであるときは、同申請書に、当該博物館資料の寄託者

の承諾書を添付しなければならない。

３ 館長 は、前項の規定による館外貸出しの許可の申請があ

った場合において、館外貸出しが適当であると認めるときは、館

外貸出しの許可を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県歴史

文化博物館資料館外貸出許可書（様式第９号）を交付しなければ

ならない。この場合において、博物館資料の管理上必要があると

認めるときは、許可に条件を付することがある。

４ 博物館資料の館外貸出期間は、５０日以内とする。ただし、館長

がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでな

い。

５ 博物館資料の館外貸出しを受けた者は、その館外貸出期間を延

長しようとするときは、愛媛県歴史文化博物館資料館外貸出期間

延長申請書（様式第１０号）を館長 に提出し、その許可を受

けなければならない。

６ 館長 は、前項の規定による館外貸出期間の延長の申請が

あった場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、

館外貸出期間の延長を決定し、当該申請をした者に対し、愛媛県

歴史文化博物館資料館外貸出期間延長決定書（様式第１１号）を交

付しなければならない。

７ 館長は、館外貸出期間中であっても、館外貸出しを許可した博

物館資料の返還を求めることができる。

（資料の寄贈又は寄託）

第１９条 省略

２ 博物館に資料を寄贈しようとする者は愛媛県歴史文化博物館資

料寄贈申出書（様式第１２号）を、資料を寄託しようとする者は愛

媛県歴史文化博物館資料寄託申請書（様式第１３号）を館長に提出

しなければならない。

３ 館長は、前項の規定による寄贈の申出又は寄託の申請があった

場合において、当該寄贈の申出又は寄託の申請に係る資料の受入

れが適当であると認め、当該資料の寄贈又は寄託を受けたときは、

寄贈者又は寄託者に対し、愛媛県歴史文化博物館寄贈資料受領証

（様式第１４号）又は愛媛県歴史文化博物館寄託資料預り証（様式

第１５号）を交付しなければならない。

４ 省略

５ 博物館 は、寄託を受けた資料の不可抗力による損害

に対しては、その責めを負わないものとする。

（損害賠償等）
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第１１条 省略

別表（第５条関係）

第２０条 自己の責めに帰すべき理由により、博物館資料又は博物館

の施設、附属設備等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復を

し、又はそれによって生じた損害を賠償しなければならない。

第２１条 省略

別表第１（第５条関係）

特別利用料 施設名 多目的ホール、控室、研修室、パソコン演習室、

ミーティングルーム区分 単位 金額

閲覧 １点１回につき ５００円 別表第２（第１３条関係）

模写・模造 １点１回につき ５，０００円 １ 展示室観覧料

撮影・複写 １点１回につき ５，０００円 区分 一般 団体（２０人以上）

原版使用 １点１回につき ５，０００円 １５歳以上の者（中学校及び

中等教育学校の前期課程の

生徒を除く。）

５００円 ４００円

注１ 文書は、１葉を１点とする。

２ びょうぶは、１隻を１点とする。

３ １そろいをなす巻子は、１巻を１点とする。 ２ 施設使用料

４ 掛軸は、１幅を１点とする。 区分 使用料

５ 小型の物で１組又は１箱となっているものは、１組又 午前 午後 夜間 全日

は１箱を１点とする。

６ 多数の物で１そろい又は１具となっているものは、数

量に応じて数点に分けるものとする。

７ その他の資料は、各個を１点とする。

９：００

～

１２：００

１３：００

～

１７：００

１８：００

～

２２：００

９：００

～

２２：００

多目的

ホール

入場料が無料

の場合

４，２８０

円

７，１３０

円

９，３７０

円

１９，１６０

円

入場料が有料

の場合

６，８４０

円

１１，４００

円

１４，９９０

円

３０，６５０

円

控室１ ９１０円 １，３２０

円

１，７３０

円

３，６６０

円

控室２ ８１０円 １，２２０

円

１，５２０

円

３，１６０

円

第１研修室 ２，１４０

円

２，８５０

円

２，８５０

円

７，８４０

円

第２研修室 ２，０３０

円

２，６５０

円

２，６５０

円

７，３３０

円

第３研修室 １，５２０

円

２，０３０

円

２，０３０

円

５，５８０

円

パソコン演習室 ４，９９０

円

６，７２０

円

６，７２０

円

１８，４３０

円

ミーティングルーム ２，０３０

円

２，６５０

円

２，６５０

円

７，３３０

円

企

画

展

示

室

入場料が

無料の場

合

全体使用 １５，８００円

２分の１

使用

７，９００円

入場料が

有料の場

合

全体使用 ２５，２８０円

２分の１

使用

１２，６４０円

注１ 午前及び午後又は午後及び夜間を継続して使用する場合

の使用料は、午前及び午後又は午後及び夜間の使用料の合

計額とする。

２ 多目的ホール又は企画展示室の使用者がこれらの施設を商
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品の宣伝、展示、販売等営利を目的として使用するときの

使用料は、入場料徴収の有無にかかわらず、入場料が有料

の場合に相当する額とする。

３ 午前、午後、夜間及び全日の区分ごとに指定する時間以外

の時間に使用する場合の使用料は、１時間までごとに、全

日の使用料の１時間当たりの額（１０円未満切捨て）に相当

する額とする。

様式第１号（第９条関係） 愛媛県歴史文化博物館使用許可申請書

愛媛県歴史文化博物館使用許可申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

電話番号

使用施設及び

使用日時
使 用 施 設 年 月 日

時 間 帯

（午前・午後・夜

間・全日）

行事等の名称

行事等の内容

使用目的
入 場 料

該当する□の中�
�
�
�
�
�

にレ印を付けて

�
�
�
�
�
�ください。

□ 徴収しない �
�
□営利

□非営利

□ 徴収する

使用責任者

氏 名 電話番号

住所又は

連 絡 先

ＦＡＸ番号

（備 考）

注意 使用施設は、次のとおりです。

多目的ホール、控室１、控室２、第１研修室、第２研

修室、第３研修室、パソコン演習室、ミーティングルー

ム、企画展示室（全体使用）、企画展示室（２分の１使

用）

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第２号（第９条、第１１条、様式第３号関係） 愛媛県歴史文化

博物館使用許可書

（表）

愛媛県歴史文化博物館使用許可書

第 号

年 月 日

様

愛媛県教育委員会 �

使用施設 年 月 日

時 間 帯

（午前・午後・夜間・

全日）

使用施設及び
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使用日時

行事等の名称

許可の条件

使用上の注意 裏面記載の使用上の注意事項を遵守すること。

（備 考）

（裏）

使用上の注意事項

１ 許可の条件を遵守すること。

２ 愛媛県歴史文化博物館（以下「博物館」という。）が収

集し、保管し、若しくは展示する資料又は博物館の施設、

附属設備等を滅失し、又は損傷したときは、直ちにその旨

を博物館の職員に届け出るとともに、原状回復をし、又は

それによって生じた損害を賠償すること。

３ 天災その他博物館を使用する者の責めに帰すことができ

ない理由により使用が不能となった場合又は博物館を使用

する者が次表の左欄に掲げる施設の区分に応じ同表の右欄

に掲げる日までに使用の取消しを申し出て、教育委員会が

やむを得ないと認めた場合のほかは、納付した使用料を還

付しない。

施 設 の 区 分 取消しの申出日

多目的ホール、控室、企画展示室 使用日の３０日前の日

研修室、パソコン演習室、ミーテ

ィングルーム

使用日の７日前の日

４ 使用時間を厳守すること。

５ 博物館の施設、附属設備等の使用を終えたときは、直ち

に当該施設、附属設備等を現状に回復するとともに、その

旨を博物館の職員に届け出ること。

６ 博物館の職員の指示に従うこと。

７ その他博物館の使用に関する諸規程を遵守すること。

様式第３号（第１１条関係） 愛媛県歴史文化博物館使用変更許可申

請書

愛媛県歴史文化博物館使用変更許可申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 変 更 理 由

（備 考）

注意 愛媛県歴史文化博物館使用許可書（様式第２号）を添

付してください。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第１４条関係） 愛媛県歴史文化博物館展示室観覧料免

除申請書

愛媛県歴史文化博物館展示室観覧料免除申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様
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学校の所在地

申請者 学校名及び学校長の氏名

電話番号

行事等の名称

観覧の日時
年 月 日

時 分 から 時 分 まで

申請の理由

教育課程に基づく学習活動として展示室を観

覧する。

（具体的内容）

免除対象者の

人数等

人数 生 徒 人（ 学年）

引率者 人

計 人

実施責任者

氏 名 電 話 番 号

住所又は

連 絡 先

ＦＡＸ番号

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第５号（第１６条関係） 愛媛県歴史文化博物館使用料還付申請

書

愛媛県歴史文化博物館使用料還付申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

�

許可年月日

及 び 番 号
年 月 日 第 号

使用許可の

内 容
使用施設 年 月 日

時 間 帯

（午前・午後・夜間・

全日）

申請の理由

使 用 料
納付年月日 年 月 日

領収書

番号
第 号

既 納 額 円

還付請求金額 円

様式第１号（第４条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料特別利用

許可申請書

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第６号（第１７条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料特別利用等

許可申請書

愛媛県歴史文化博物館資料特別利用 許可申請書

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

愛媛県歴史文化博物館資料特別利用等許可申請書

省略

愛媛県歴史文化博物館長 様

省略

特別利用 に 省略 省略 利用 の方法 特別利用等に 省略 省略 利用等の方法

係る博物館資

料及び特別利

用 の方法

係る博物館資

料及び特別利

用等の方法
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特別利用

の日時

特別利用等

の日時

特別利用

の目的

□ 非営利

□ 営利

特別利用等

の目的

省略 省略

注意１ 特別利用 の方法は、次のとおりです。

閲覧、撮影、複写、模写、模造等又はこ

れらにより得たものの展示若しくは

刊行物への掲載

２ 特別利用 に係る博物館資料等が寄託されたもので

あるときは、その寄託者の承諾書を添付してくださ

い。

注意１ 特別利用等の方法は、次のとおりです。

特別利用（閲覧、撮影、複写、模写、模造、その

他）、特別利用により得たものの展示、特別利用によ

り得たものの刊行物への掲載

２ 特別利用等に係る博物館資料等が寄託されたもので

あるときは、その寄託者の承諾書を添付してくださ

い。

注１ 特別利用の目的の欄は、該当する□の中にレ印を付する

とともに、特別利用の目的を具体的に記入すること。

２ 省略

様式第２号（第４条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料特別利用

許可書

（表）

注 省略

様式第７号（第１７条関係） 愛媛県歴史文化博物館資料特別利用等

許可書

愛媛県歴史文化博物館資料特別利用 許可書

省略

愛媛県教育委員会 �

愛媛県歴史文化博物館資料特別利用等許可書

省略

愛媛県歴史文化博物館長 �

特別利用 に

係る博物館資

料及び特別利

用 の方法

省略 省略 利用 の方法 特別利用等に

係る博物館資

料及び特別利

用等の方法

省略 省略 利用等の方法

特別利用

の日時

特別利用等

の日時

特別利用

の目的

特別利用等

の目的

省略 省略

特別利用上の

注意

裏面記載のとおり。

（裏）

特別利用上の注意事項

１ 許可の条件を遵守すること。

２ 愛媛県歴史文化博物館（以下「博物館」という。）で収

集し、保管し、若しくは展示する資料（以下「博物館資

料」という。）又は博物館の施設、附属設備等を滅失し、

又は損傷したときは、直ちにその旨を博物館の職員に届け

出るとともに、原状回復をし、又はそれによって生じた損

害を賠償すること。

３ 天災その他博物館資料の特別利用をする者の責めに帰す

ることができない理由により特別利用が不能となった場合

又は博物館資料の特別利用をする者が利用日の前日までに

特別利用の取消しを申し出て、教育委員会がやむを得ない

と認めた場合のほかは、納付した特別利用料を還付しな

い。

４ 博物館の職員の指示に従うこと。

５ その他博物館の使用に関する諸規程を遵守すること。
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様式第３号（第８条関係） 愛媛県歴史文化博物館特別利用料還付

申請書

愛媛県歴史文化博物館資料特別利用料還付申請書

年 月 日

愛媛県教育委員会 様

住所（団体にあっては、所在地）

申請者 氏名（団体にあっては、名称及び代表者の氏名）

�

許可年月日

及び番号
年 月 日 第 号

特別利用日時

特別利用料
納付年月日 年 月 日 領収書番号第 号

既納額 円

還付請求金額 円

申請理由

（備 考）

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第９条関係） 省略 様式第８号（第１８条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

省略

愛媛県歴史文化博物館長 様

省略

様式第５号（第９条関係） 省略 様式第９号（第１８条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 �

省略

省略

愛媛県歴史文化博物館長 �

省略

様式第６号（第９条関係） 省略 様式第１０号（第１８条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 様

省略

省略

愛媛県歴史文化博物館長 様

省略

様式第７号（第９条関係） 省略 様式第１１号（第１８条関係） 省略

省略

愛媛県教育委員会 �

省略

省略

愛媛県歴史文化博物館長 �

省略

様式第８号（第１０条関係） 省略

様式第９号（第１０条関係） 省略

様式第１０号（第１０条関係） 省略

様式第１１号（第１０条関係） 省略

様式第１２号（第１９条関係） 省略

様式第１３号（第１９条関係） 省略

様式第１４号（第１９条関係） 省略

様式第１５号（第１９条関係） 省略

（ボランティア活動を促進するための教育委員会所管の教育機関の使用料等減免規則の一部改正）

第４条 ボランティア活動を促進するための教育委員会所管の教育機関の使用料等減免規則（平成１５年愛媛県教育委員会規則第９号）の一

部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１ 愛媛県生涯学習センター

２ 愛媛県総合科学博物館

３ 愛媛県歴史文化博物館

１ えひめ青少年ふれあいセンター

２ 愛媛県生涯学習センター

３ 愛媛県総合科学博物館

４ 愛媛県歴史文化博物館
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４ 愛媛県美術館 ５ 愛媛県美術館

（えひめ青少年ふれあいセンター管理規則の廃止）

第５条 えひめ青少年ふれあいセンター管理規則（平成２０年愛媛県教育委員会規則第１０号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式の規定により提出され、又は交付している書類は、改正後のそれぞれの規則の様

式の規定により提出され、又は交付した書類とみなす。

３ この規則施行の際、次の表の左欄に掲げる職を命ぜられている者は、別に辞令を発せられない限り、それぞれ当該右欄に掲げる職を命

ぜられたものとする。

愛媛県総合科学博物館総務課総務係長 愛媛県総合科学博物館学芸課担当係長

愛媛県歴史文化博物館総務課総務係長 愛媛県歴史文化博物館学芸課担当係長

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育職員の免許に関する規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（用語）

第２条 この規則で、次の左欄に掲げる用語は、それぞれ右欄に掲

げるものをいう。

（用語）

第２条 この規則で、次の左欄に掲げる用語は、それぞれ右欄に掲

げるものをいう。

左欄 右欄 左欄 右欄

省略 省略

１２年改正法 省略 １２年改正法 省略

１９年改正法 教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部

を改正する法律（平成１９年法律第９８号）

省略 省略

１２年改正法施

行規則

省略 １２年改正法施

行規則

省略

１９年改正法施

行規則

教育職員免許法施行規則の一部を改正する省

令（平成２０年文部科学省令第９号）

更新講習規則 免許状更新講習規則（平成２０年文部科学省令

第１０号）

（単位の修得方法）

第５条 他の種類の免許状を取得する場合の単位の修得方法につい

ては、次の表（第１表から第１９表まで）の定めるところによる。

第１表

（単位の修得方法）

第５条 他の種類の免許状を取得する場合の単位の修得方法につい

ては、次の表（第１表から第１９表まで）の定めるところによる。

第１表

免

許

状

受け

よう

とす

在

職

年

総

単

位

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又は

教職に関

する科目

免

許

状

受け

よう

とす

在

職

年

総

単

位

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又は

教職に関

する科目
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授

与

の

根

拠

る免

許状

の種

類

数 数 単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単位数 授

与

の

根

拠

る免

許状

の種

類

数 数 単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単位数

法

別

表

第

３

幼稚

園教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

法

別

表

第

３

幼稚

園教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ 法施行規

則第５条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

省

略

省

略

省略 省略

第２表 第２表

免

許

状

授

与

の

根

拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又は

教職に関

する科目

免

許

状

授

与

の

根

拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又は

教職に関

する科目

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単位数 単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単位数

法

別

表

第

３

小学

校教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ 法施行規

則第３条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

法

別

表

第

３

小学

校教

諭１

種免

許状

５ ４５ ４ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

省

略

省

略

省略 省略

第７表 第７表

免

許

状

授

与

の

根

拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又は

教職に関

する科目

免

許

状

授

与

の

根

拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

教科又は

教職に関

する科目

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単位数 単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単位数

法

施

行

規

則

第

１２

条

幼稚

園教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

法

施

行

規

則

第

１２

条

幼稚

園教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ 法施行規

則第５条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

省

略

省

略
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（

大

学

３

年

以

上

在

学

者

）

小学

校教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ 法施行規

則第３条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

（

大

学

３

年

以

上

在

学

者

）

小学

校教

諭１

種免

許状

３ ２５ ２ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

省

略

省

略

省略 省略

第８表 第８表

免許状

授与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関す

る科目

教科又は

教職に関

する科目

免許状

授与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関す

る科目

教科又は

教職に関

する科目

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修

得単位

の配分

単位数 単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修

得単位

の配分

単位数

２９年改

正法附

則第８

項

高等

学校

教諭

１種

免許

状

１０ ９０ ２０ 法施行規

則第５条

に定める

ところに

よる。

省

略

２９年改

正法附

則第８

項

高等

学校

教諭

１種

免許

状

１０ ９０ ２０ 法施行規

則第４条

に定める

ところに

よる。

省

略

省

略

省

略

省略 省略

法施行

規則附

則第３１

項

（看護

師養成

施設２

年制卒

業者）

高等

学校

教諭

１種

免許

状

６ ６０ １３ 法施行規

則第５条

に定める

ところに

よる。

省

略

法施行

規則附

則第３１

項

（看護

師養成

施設２

年制卒

業者）

高等

学校

教諭

１種

免許

状

６ ６０ １３ 法施行規

則第４条

に定める

ところに

よる。

省

略

省

略

省

略

２９年改

正法附

則第１１

項

小学

校教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ 法施行規

則第３条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

２９年改

正法附

則第１１

項

小学

校教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

省

略

省

略

省略 省略

幼稚

園教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

幼稚

園教

諭２

種免

許状

３ １５ ５ 法施行規

則第５条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略
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省

略

省

略

２９年改

正法附

則第１２

項

小学

校教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ 法施行規

則第３条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

２９年改

正法附

則第１２

項

小学

校教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

幼稚

園教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

幼稚

園教

諭２

種免

許状

１ １０ ５ 法施行規

則第５条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

２９年改

正法附

則第１３

項

小学

校教

諭２

種免

許状

５ １０ ５ 法施行規

則第３条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

２９年改

正法附

則第１３

項

小学

校教

諭２

種免

許状

５ １０ ５ 法施行規

則第２条

第１項に

定めると

ころによ

る。

省

略

第９表 第９表

免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

備考 免許

状授

与の

根拠

受け

よう

とす

る免

許状

の種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に関する

科目

教職に関する

科目

備考

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

単

位

数

最低修得

単位の配

分

法別

表第

５

省略 法別

表第

５

省略

備

考

４

中学

校教

諭２

種免

許状

（実

習）

６ １０ ５ 同上 ５ 第１６表に

よる。

備考

４

該当

者（高

等学

校卒

業者）

備

考

５

中学

校教

諭２

種免

許状

（実

習）

６ １０ ５ 同上 ５ 第１６表に

よる。

備考

５

該当

者（高

等学

校卒

業者）

第１３表 第１３表

免許状

の種類

免許教

科

単位

数

最低修得単位の配分 免許状

の種類

免許教

科

単位

数

最低修得単位の配分

科目数 対象とする科目 科目数 対象とする科目

中学校

教諭１

種免許

状

国語 １０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

中学校

教諭１

種免許

状

国語 １０ ２科目

以上

法施行規則第３条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

社会 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第４条の表社会

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

社会 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第３条の表社会

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略
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数学 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第４条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

数学 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第３条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

理科 １０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

理科 １０ ４科目

以上

法施行規則第３条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

音楽 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第４条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

音楽 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第３条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

美術 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第４条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

美術 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第３条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

保健体

育

８～

１０

２科目

以上

法施行規則第４条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

保健体

育

８～

１０

２科目

以上

法施行規則第３条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

省略 省略

保健 ３～

１０

１科目

以上

法施行規則第４条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

保健 ３～

１０

１科目

以上

法施行規則第３条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

技術 １０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表技術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

技術 １０ ３科目

以上

法施行規則第３条の表技術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

家庭 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第４条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

家庭 ８～

１０

２科目

以上

法施行規則第３条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

職業又

は職業

実習

１０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表職業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

職業又

は職業

実習

１０ ２科目

以上

法施行規則第３条の表職業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

職業指

導

３～

１０

１科目

以上

法施行規則第４条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

職業指

導

３～

１０

１科目

以上

法施行規則第３条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

英語 １０ ２科目

以上

法施行規則第４条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

英語 １０ ２科目

以上

法施行規則第３条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

宗教 ３～

１０

１科目

以上

法施行規則第４条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

宗教 ３～

１０

１科目

以上

法施行規則第３条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

中学校

教諭２

種免許

国語 １０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

中学校

教諭２

種免許

国語 １０ ４科目

以上

法施行規則第３条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目
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状 省略 状 省略

社会 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表社会

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

社会 １０ ５科目

以上

法施行規則第３条の表社会

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

数学 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

数学 １０ ５科目

以上

法施行規則第３条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

理科 １０ ８科目

以上

法施行規則第４条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

理科 １０ ８科目

以上

法施行規則第３条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

音楽 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

音楽 １０ ５科目

以上

法施行規則第３条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

美術 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

美術 １０ ５科目

以上

法施行規則第３条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

保健体

育

１０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

保健体

育

１０ ５科目

以上

法施行規則第３条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

省略 省略

保健 １０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

保健 １０ ３科目

以上

法施行規則第３条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

技術 １０ ６科目

以上

法施行規則第４条の表技術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

技術 １０ ６科目

以上

法施行規則第３条の表技術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

家庭 １０ ５科目

以上

法施行規則第４条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

家庭 １０ ５科目

以上

法施行規則第３条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

職業又

は職業

実習

１０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表職業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

職業又

は職業

実習

１０ ４科目

以上

法施行規則第３条の表職業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

職業指

導

１０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

職業指

導

１０ ３科目

以上

法施行規則第３条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

省略 省略

英語 １０ ４科目

以上

法施行規則第４条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

英語 １０ ４科目

以上

法施行規則第３条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目
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省略 省略

宗教 １０ ３科目

以上

法施行規則第４条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

宗教 １０ ３科目

以上

法施行規則第３条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

高等学

校教諭

１種免

許状

国語 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第５条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

高等学

校教諭

１種免

許状

国語 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第４条の表国語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

地理歴

史

１５～

１８

３科目

以上

法施行規則第５条の表地理

歴史の項第２欄に規定する

教科に関する科目

地理歴

史

１５～

１８

３科目

以上

法施行規則第４条の表地理

歴史の項第２欄に規定する

教科に関する科目

省略 省略

公民 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第５条の表公民

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

公民 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第４条の表公民

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

数学 １６～

１８

４科目

以上

法施行規則第５条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

数学 １６～

１８

４科目

以上

法施行規則第４条の表数学

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

理科 １６～

１８

４科目

以上

法施行規則第５条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

理科 １６～

１８

４科目

以上

法施行規則第４条の表理科

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

音楽 １６～

１８

４科目

以上

法施行規則第５条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

音楽 １６～

１８

４科目

以上

法施行規則第４条の表音楽

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

美術 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第５条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

美術 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第４条の表美術

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

工芸 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第５条の表工芸

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

工芸 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第４条の表工芸

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

書道 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第５条の表書道

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

書道 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第４条の表書道

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

保健体

育

１６～

１８

４科目

以上

法施行規則第５条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

保健体

育

１６～

１８

４科目

以上

法施行規則第４条の表保健

体育の項第２欄に規定する

教科に関する科目

省略 省略

保健 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第５条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

保健 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第４条の表保健

の項第２欄に規定する教科

に関する科目
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省略 省略

看護又

は看護

実習

１４～

１８

２科目

以上

法施行規則第５条の表看護

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

看護又

は看護

実習

１４～

１８

２科目

以上

法施行規則第４条の表看護

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

家庭又

は家庭

実習

１７～

１８

５科目

以上

法施行規則第５条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

家庭又

は家庭

実習

１７～

１８

５科目

以上

法施行規則第４条の表家庭

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

情報又

は情報

実習

１７～

１８

５科目

以上

法施行規則第５条の表情報

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

情報又

は情報

実習

１７～

１８

５科目

以上

法施行規則第４条の表情報

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

農業又

は農業

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第５条の表農業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

農業又

は農業

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第４条の表農業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

工業又

は工業

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第５条の表工業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

工業又

は工業

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第４条の表工業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

商業又

は商業

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第５条の表商業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

商業又

は商業

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第４条の表商業

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

水産又

は水産

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第５条の表水産

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

水産又

は水産

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第４条の表水産

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

福祉又

は福祉

実習

１６～

１８

４科目

以上

法施行規則第５条の表福祉

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

福祉又

は福祉

実習

１６～

１８

４科目

以上

法施行規則第４条の表福祉

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

商船又

は商船

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第５条の表商船

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

商船又

は商船

実習

３～

１８

１科目

以上

法施行規則第４条の表商船

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

職業指

導

１４～

１８

２科目

以上

法施行規則第５条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

職業指

導

１４～

１８

２科目

以上

法施行規則第４条の表職業

指導の項第２欄に規定する

教科に関する科目

省略 省略

英語 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第５条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

英語 １５～

１８

３科目

以上

法施行規則第４条の表英語

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

宗教 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第５条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

宗教 １４～

１８

２科目

以上

法施行規則第４条の表宗教

の項第２欄に規定する教科

に関する科目

省略 省略

第４章の２ 免許状更新講習

（免許状更新講習を受講できる者）

第５条の２ 更新講習規則第９条第１項第２号又は第３号に規定す

る免許管理者が定める者は、次に掲げる者とする。

� 教育職員として採用された者で、愛媛県内の地方公共団体に
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おいて教育職員以外の職員として勤務しているもの（当該勤務

のため、教育委員会の要請に応じて退職し、引き続いて地方公

共団体の職員として勤務している者を含む。）のうち、学校教

育又は社会教育に関する専門的事項の指導等に関する事務に従

事している者として愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」

という。）が定める者

� 教育職員として採用された者で、独立行政法人国立青少年教

育振興機構国立大洲青少年交流の家の業務に従事するよう求め

る教育委員会の要請に応じて退職し、引き続いて同法人の職員

として勤務しているもののうち、学校教育又は社会教育に関す

る専門的事項の指導等に関する事務に従事している者として教

育長が定める者

� 愛媛県内に幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学

校又は特別支援学校を設置する学校法人の理事

（更新講習修了確認を受けなければならない者）

第５条の３ １９年改正法施行規則附則第３条第２号又は第３号に規

定する免許管理者が定める者は、１９年改正法附則第２条第１項に

規定する旧免許状所持者（以下「旧免許状所持者」という。）の

うち、前条第１号に掲げる者とする。

（免許状更新講習を受ける必要がない者）

第５条の４ 法施行規則第６１条の４第２号又は第４号に規定する免

許管理者が定める者は、旧免許状所持者でない者のうち、第５条

の２第１号又は第２号に掲げる者とする。

２ １９年改正法施行規則附則第１０条第１項第２号又は第４号に規定

する免許管理者が定める者は、旧免許状所持者のうち、第５条の

２第１号に掲げる者とする。

（特に顕著な功績があつた者に対する表彰等）

第５条の５ 法施行規則第６１条の４第５号又は１９年改正法施行規則

附則第１０条第１項第５号に規定する表彰等は、免許状の有効期間

の満了する日又は修了確認期限までの１０年間になされた個人に対

する表彰等で、次に掲げるものとする。

� 教育者文部科学大臣表彰

� 文部科学大臣優秀教員表彰

� 愛媛県教職員選賞規程（昭和２４年１２月愛媛県教育委員会告示

第２６号）に定める表彰（教育職員として表彰されたものに限

る。）

� 愛媛県職員等表彰規則（昭和５４年愛媛県規則第５９号）第３条

第１号に定める優良職員表彰（教育職員として表彰されたもの

に限る。）

� 前各号に掲げるもののほか、文部科学大臣、都道府県教育委

員会、政令指定都市教育委員会又は私学団体が行う表彰等であ

つて、前各号に規定する表彰に準ずるものとして教育長が認め

るもの

（臨時免許状の検定及び授与等の出願）

第６条 法第５条第６項、 第５条の２第３項又は 施行法第２条

の規定により、教育職員検定及び臨時免許状の授与又は新教育領

域の追加を願い出る者は、次 に掲げる書類を提出しなけれ

ばならない。

� 教育職員（普通・臨時）免許状検定及び授与（追加）願（様

式第２号）

� 省略

� 教育職員臨時免許状出願副申書（様式第８号）

（臨時免許状の検定及び授与等の出願）

第６条 法第５条第５項及び第５条の２第３項並びに施行法第２条

の規定により、教育職員検定及び臨時免許状の授与又は新教育領

域の追加を願い出る者は、次の各号に掲げる書類を提出しなけれ

ばならない。

� 臨時 免許状検定及び授与（追加）願（様

式第４号）

� 履歴書（様式第６号）

� 省略

� 臨時免許状出願副申書（様式第８号）
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� 省略

� 実務に関する証明書

� 省略

� 中学校、 高等学校又は特別支援学校の免許状の授与を願い

出る者 にあつては、教科（領域）認定書（様式第１２号）

� 高等学校以上を卒業したこと又は高等学校を卒業した者と同

等以上の資格を有することを証する書類

� 省略

� 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は教育職員免許状授与

証明書（様式第１６号）

� 有効期間更新証明書、更新講習修了確認証明書、１９年改正法

附則第２条第３項第３号の確認証明書、免許状更新講習免除証

明書、有効期間延長証明書又は修了確認期限延期証明書で直近

に発行されたもの（以下「更新証明書等」という。）の写し

	 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第３号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本その

他の改姓又は転籍の事実が確認できる書類（以下「戸籍抄本

等」という。）

（特別免許状の検定及び授与の出願）

第６条の２ 法第５条第３項の規定により、教育職員検定及び特別

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。


 教育職員特別免許状検定及び授与願（様式第４号の３）

� 宣誓書（様式第７号）

� 推薦書（様式第７号の２）

� 身体に関する証明書（様式第９号）

� 省略

� 人物に関する証明書（様式第１１号）

� 高等学校以上を卒業したこと又は高等学校を卒業した者と同

等以上の資格を有することを証する書類

� 省略

� 担当する教科に関する専門的な知識経験又は技能を有するこ

とを証する書類

� 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

	 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第３号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（普通免許状授与等の出願）

第７条 法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通

免許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次 に

掲げる書類を提出しなければならない。


 省略

� 省略

� 法施行規則第６条第１項の表備考第９号若しくは第１０号、第

７条第１項の表備考第４号又は第１０条の表備考第２号の規定に

より、教育実習等の単位を振り替える場合は、実務に関する証

明書

� 基礎資格を有することを証する書類

� 学力に関する証明書

� 省略

� 実務に関する証明書（様式第１０号）

� 省略

� 中学校又は高等学校 の免許状の授与を願い

出る教員にあつては、教科（領域）認定書（様式第１２号）

� 基礎資格証明書

� 省略

� 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は 免許状授与（追

加）証明書（様式第１６号）

（特別免許状の検定及び授与の出願）

第６条の２ 法第５条第２項の規定により、教育職員検定及び特別

免許状の授与を願い出る者は、次の各号の書類を提出しなければ

ならない。


 特別免許状検定及び授与願

� 履歴書

� 宣誓書

� 推薦書

� 身体に関する証明書

� 省略

� 人物に関する証明書

� 省略

（普通免許状授与等の出願）

第７条 法第５条第１項及び第５条の２第３項 により、普通

免許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次の各号に

掲げる書類を提出しなければならない。


 省略

� 履歴書（様式第６号）

� 省略

� 法施行規則第６条第１項の表備考第１０号又は第１１号

に

より、教育実習 の単位を振り替える場合は、実務に関する証

明書（様式第１０号）

� 基礎資格証明書

� 単位修得証明書
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� 省略

� 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は教育職員免許状授与証明書

（様式第１６号）

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 旧免許状所持者でない者で、普通免許状に係る所要資格を得

た日の翌日から起算して１０年を経過する日の属する年度の末日

を経過したものにあつては、免許状更新講習（修了）（履修）

証明書

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第３号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

第７条の２ 法第１６条の２第１項の規定により、普通免許状の授与

を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 教育職員免許状授与（追加）申請書（様式第１号）

� 宣誓書（様式第７号）

� 教員資格認定試験の合格証書の写し又は合格証明書

	 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）


 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 旧免許状所持者でない者で、教員資格認定試験に合格した日

の翌日から起算して１０年を経過する日の属する年度の末日を経

過したものにあつては、免許状更新講習（修了）（履修）証明

書

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

第７条の３ １２年改正法附則第２項又は第３項の規定により、普通

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。

� 省略

� 省略

� 省略

	 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与 証

明書（様式第１６号）


 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（免許状交付の出願）

第８条 施行法第１条第３項の規定により、免許状の交付を願い出

る者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 省略

� 省略

� 省略

	 施行法第１条第１項に規定する教員免許状の写し又は教育職

員免許状授与 証明書（様式第１６号）


 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前２号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第９条 施行法第２条第１項の規定によ

り、教育職員検定及び普通免許状の授与 を

願い出る者は、次 に掲げる書類を提出しなければならな

い。

� 省略

� 新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状

第７条の２ １２年改正法附則第２項又は第３項の規定により、普通

免許状の授与を願い出る者は、次の各号の書類を提出しなければ

ならない。

� 省略

� 履歴書（様式第６号）

� 省略

	 省略


 現に有する免許状の写し又は 免許状授与（追加）証

明書（様式第１６号）

（免許状交付の出願）

第８条 施行法第１条第３項の規定により、免許状の交付を願い出

る者は、次の各号の書類を提出しなければならない。

� 省略

� 履歴書（様式第６号）

� 省略

	 省略


 旧免許状 の写し又は

免許状授与（追加）証明書（様式第１６号）

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第９条 法第５条の２第３項及び施行法第２条 の規定によ

り、教育職員検定及び普通免許状の授与又は新教育領域の追加を

願い出る者は、次の各号に掲げる書類を提出しなければならな

い。
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� 教育職員（普通・臨時）免許状検定及び授与（追加）願（様

式第２号）

� 省略

� 身体に関する証明書（様式第９号 ）

� 実務に関する証明書

� 省略

� 基礎資格を有することを証する書類

� 省略

� 現に有する免許状の写し

又は教育職員免許状授与

証明書（様式第１６号）

	 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し


 旧免許状所持者でない者で、施行法第２条第１項の表上欄各

号に掲げる者となつた日の翌日から起算して１０年を経過する日

の属する年度の末日を経過したものにあつては、免許状更新講

習（修了）（履修）証明書

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第３号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

第１０条 法第６条第１項又は第３項に規定する教育職員検定を受

け、法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次 に掲

げる書類（法第６条第３項に規定する教育職員検定を受ける者に

あつては、第４号に掲げる書類を除く。）を提出しなければなら

ない。

� 教育職員（普通・臨時）免許状検定及び授与（追加）願（様

式第２号）

� 省略

� 身体に関する証明書（ 様式第９号）

� 実務に関する証明書（法施行規則附則第６項の表備考第４号

の規定により、栄養教育実習の単位を振り替える場合にあつて

は、同号に規定する旨の証明を含む。 ）

� 省略

� 基礎資格を有することを証する書類（栄養教諭の場合に限

る。）

� 学力に関する証明書

� 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は教育職員免許状授与

証明書（様式第１６号）

	 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し


 旧免許状所持者でない者で、普通免許状に係る所要資格を得

た日の翌日から起算して１０年を経過する日の属する年度の末日

を経過したものにあつては、免許状更新講習（修了）（履修）

証明書

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第３号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（提出書類の特例）

第１０条の２ 第６条から前条までの規定にかかわらず、戸籍抄本等

については、同時に複数の免許状の授与又は新教育領域の追加を

願い出る場合で、いずれか１つの出願に係る書類として提出した

ときは、他の出願に係る書類としては、提出することを要しな

� 普通 免許状検定及び授与（追加）願（様

式第２号）

� 履歴書（様式第６号）

� 省略

� 身体に関する証明書（様式第９号。現職者は不要）

� 実務に関する証明書（様式第１０号）

� 省略

� 基礎資格証明書

� 省略

	 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は 免許状授与（追

加）証明書（様式第１６号）

（他の種類の免許状の検定及び授与等の出願）

第１０条 法第６条の規定により、 教育職員検定及び

他の種類の 免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次の各号に掲

げる書類

を提出しなければなら

ない。

� 普通 免許状検定及び授与（追加）願（様

式第２号）

� 履歴書（様式第６号）

� 省略

� 身体に関する証明書（現職者は不要。様式第９号）

� 実務に関する証明書（法施行規則附則第６項の表備考第４号

の規定により、栄養教育実習の単位を振り替える場合にあつて

は、同号に規定する旨の証明を含む。様式第１０号）

� 省略

� 基礎資格証明書 （栄養教諭の場合に限

る。）

� 単位修得証明書

	 現に有する免許状の写し（新教育領域の追加を願い出る者に

あつては、現に有する免許状）又は 免許状授与（追

加）証明書（様式第１６号）
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い。

（免許状の書換え又は再交付の出願）

第１１条 法第１５条の規定により、免許状の書換えを願い出る者は、

次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 教育職員免許状（書換え・再交付）申請書（様式第５号）

� 省略

� 戸籍抄本等

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

第１２条 法第１５条の規定により、免許状の再交付を願い出る者は、

次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 教育職員免許状（書換え・再交付）申請書（様式第５号）

�・� 省略

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

（特別非常勤講師の届出）

第１２条の２ 法第３条の２第１項の規定により、各相当学校の教員

の相当免許状を有しない者を非常勤講師に任命し、又は雇用しよ

うとする者は、あらかじめ、特別非常勤講師任命等届出書（様式

第１６号の２）を提出しなければならない。

（免許教科以外の教科担任許可の申請）

第１３条 法附則第２項の規定により、免許教科以外の教科を担任す

る許可を受けようとするときは、次に掲げる書類を提出しなけれ

ばならない。

� 免許教科以外の教科を担任する許可申請書（様式第１７号）

� 調書（様式第１８号）

（教育職員免許状授与 証明書の交付申請）

第１４条 教育職員免許状授与 証明書の交付を受けようとす

る者は、次に掲げる書類 を提出しなければなら

ない。

� 教育職員免許状授与証明書交付申請書（様式第１５号）

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が免許状の記載と

異なる者にあつては、戸籍抄本等

（学力に関する証明書の交付申請）

第１５条 愛媛県教育委員会が開設した免許法認定講習による学力に

関する証明書（教育職員検定）の交付を受けようとする者は、次

に掲げる書類 を提出しなければならない。

� 学力に関する証明書（教育職員検定）交付申請書（様式第１３

号）

� 改姓により現在の氏名が免許法認定講習受講時のものと異な

る者にあつては、戸籍抄本等

第５章の２ 免許状更新等の手続

（免許状の有効期間の更新等の申請）

第１５条の２ 法第９条の３第１項に規定する免許状更新講習の課程

を修了し、法第９条の２第１項の規定により免許状の有効期間の

更新を申請する者、１９年改正法附則第２条第２項の規定により更

新講習修了確認を申請する者又は同条第３項第３号の規定により

免許状更新講習の課程を修了した後２年２月の期間内にあること

についての確認を申請する者は、次に掲げる書類を提出しなけれ

ばならない。

（免許状の書換え又は再交付の出願）

第１１条 法第１５条の規定により、免許状の書換えを願い出る者は、

次の各号の書類を提出しなければならない。

� 教育職員免許状書換え 申請書

� 省略

� 戸籍抄本

第１２条 法第１５条の規定により、免許状の再交付を願い出る者は、

次の各号の書類を提出しなければならない。

� 教育職員免許状再交付 申請書

�・� 省略

（特別非常勤講師の届出）

第１２条の２ 法第３条の２第１項の規定により、各相当学校の教員

の相当免許状を有しない者を非常勤講師に任命し、又は雇用しよ

うとする者は、あらかじめ、次に掲げる書類

を提出しなければならない。

� 特別非常勤講師任命等届出書

� 履歴書

� 任命され、又は雇用される者が当該非常勤講師に必要な専門

的知識経験又は技能に関する資格を有しているときは、その資

格を証する書面の写し

（免許教科以外の教科担任許可申請書）

第１３条 法附則第２項の規定により、免許教科以外の教科を担任す

る許可を受けようとするときは、次の各号の書類を提出しなけれ

ばならない。

� 免許教科以外の教科を担任する許可申請書

� 調書

（ 免許状授与（追加）証明書交付願 ）

第１４条 免許状授与（追加）証明書の交付を受けようとす

る者は、免許状授与（追加）証明書交付願を提出しなければなら

ない。

（単位修得証明書交付願 ）

第１５条 愛媛県教育委員会が開設した免許法認定講習による単位修

得証明書 の交付を受けようとする者は、単

位修得証明書交付願を提出しなければならない。
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� 有効期間更新（更新講習修了確認）等申請書（様式第１９号）

� 免許状更新講習（修了）（履修）証明書

� 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）

� 更新証明書等の写し

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（免許状更新講習を受ける必要がない旨の認定等の申請）

第１５条の３ 法第９条の２第３項の規定により免許状更新講習を受

ける必要がない旨の認定を受け同条第１項の規定により免許状の

有効期間の更新を申請する者又は１９年改正法附則第２条第５項の

規定により免許状更新講習を受ける必要がない旨の認定を申請す

る者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 免許状更新講習免除（による有効期間更新）申請書（様式第

２０号）

� 在職等証明書（様式第２３号）

� 法施行規則第６１条の４第１項第３号又は１９年改正法施行規則

附則第１０条第１項第３号に掲げる者にあつては、免許状更新講

習の講師であることを証する書類

� 法施行規則第６１条の４第１項第５号又は１９年改正法施行規則

附則第１０条第１項第５号に掲げる者にあつては、表彰状等の写

し又は表彰等を受けたことを証する書類

� 教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令附則第１０条第

１項第６号の規定に基づき文部科学大臣が定める者に関する告

示（平成２０年３月文部科学省告示第５１号）に掲げる者にあつて

は、同告示に定める講習を履修したことの証明書

� 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）

� 更新証明書等の写し

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第２号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（免許状の有効期間の延長等の申請）

第１５条の４ 法第９条の２第５項又は１９年改正法附則第２条第４項

の規定により、免許状の有効期間の延長又は修了確認期限の延期

を申請する者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 有効期間延長（修了確認期限延期）申請書（様式第２１号）

� 延長（延期）事由証明書（様式第２４号）

� 法施行規則第６１条の５第５号又は１９年改正法施行規則附則第

７条第１項第５号に掲げる事由により延長又は延期を申請する

者にあつては、大学院等の在学証明書

� 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）

� 更新証明書等の写し

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第２号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（延長された免許状の有効期間等の変更の申出）

第１５条の５ 前条に規定する免許状の有効期間の延長又は修了確認

期限の延期をされた者は、当該延長された期間又は延期された期

限を変更する必要があるときは、当該延長又は延期に係る有効期

間延長（修了確認期限延期）申請書に添付した延長（延期）事由

証明書の延長又は延期の事由の欄に記載した期間内に、次に掲げ

る書類を提出しなければならない。

� 有効期間延長（修了確認期限延期）の期間変更等申出書（様
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式第２２号）

� 有効期間延長証明書又は修了確認期限延期証明書

� 延長（延期）事由証明書（様式第２４号）

� 法施行規則第６１条の５第５号又は１９年改正法施行規則附則第

７条第１項第５号に掲げる事由により延長又は延期された者に

あつては、大学院等の在学証明書

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

証明書の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（更新証明書等が発行された旨の証明書の交付申請）

第１５条の６ 更新証明書等が発行された旨の証明書の交付を受けよ

うとする者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 更新証明書等が発行された旨の証明書交付申請書（様式第２５

号）

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が発行された旨の

証明を受けようとする更新証明書等の記載と異なる者にあつて

は、戸籍抄本等

（手数料）

第１６条 免許状の授与、新教育領域の追加、免許状の有効期間の更

新若しくは延長、書換え若しくは再交付、 教育職員検定、更新

講習修了確認、１９年改正法附則第２条第３項第３号の規定に基づ

く確認、修了確認期限の延期又は免許状更新講習を受ける必要が

ない旨の認定を願い出る者は、手数料として、愛媛県手数料条例

（平成１２年愛媛県条例第３号）で定められた金額に相当する愛媛

県収入証紙を願書にちよう付しなければならない。

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存す

ることを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式に

よる。

（手数料）

第１６条 免許状の授与、新教育領域の追加、

書換え若しくは再交付又は教育職員検定

を願い出る者は、手数料として、愛媛県手数料条例

（平成１２年愛媛県条例第３号）で定められた金額に相当する愛媛

県収入証紙を願書にちよう付しなければならない。

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存す

ることを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式に

よる。

左欄 右欄 左欄 右欄

省略 省略

２ 教育職員（普通・臨時）免許状検

定及び授与（追加）願

省略 ２ 普通 免許状検

定及び授与（追加）願

省略

省略 省略

４ 削除 削除 ４ 臨時免許状検定及び授与（追加）

願

様式第４号

省略 省略

６ 教育職員特別免許状検定及び授与

願

省略 ６ 特別免許状検定及び授与

願

省略

省略 省略

８ 教育職員免許状（書換え・再交

付）申請書

省略
８

教育職員免許状（書換え、再交

付）申請書

省略

９ 削除 削除 ９ 履歴書 様式第６号

省略 省略

１２ 教育職員臨時免許状出願副申書 省略 １２ 臨時免許状出願副申書 省略

省略 省略

１４ 削除 削除 １４ 実務に関する証明書 様式第１０号

省略 省略

１７ 学力に関する証明書（教育職員検

定）交付申請書

省略 １７ 単位修得証明書交付願 省略
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１８ 削除 削除 １８ 単位修得証明書 様式第１４号

１９ 教育職員免許状授与証明書交付申

請書

省略 １９ 免許状授与（追加）証明書交付願 省略

２０ 教育職員免許状授与証明書 省略 ２０ 免許状授与（追加）証明書 省略

省略 省略

２２ 免許教科以外の教科を担任する許

可申請書

省略 ２２ 免許教科以外の教科 担任 許

可申請書

省略

省略 省略

２４ 有効期間更新（更新講習修了確

認）等申請書

省略 ２４ 免許状原簿 省略

２５ 免許状更新講習免除（による有効

期間更新）申請書

省略 ２５ 免許状原簿（特別支援学校教員免

許状）

省略

２６ 有効期間延長（修了確認期限延

期）申請書

様式第２１号

２７ 有効期間延長（修了確認期限延

期）の期間変更等申出書

様式第２２号

２８ 在職等証明書 様式第２３号

２９ 延長（延期）事由証明書 様式第２４号

３０ 更新証明書等が発行された旨の証

明書交付申請書

様式第２５号

様式第１号から様式第６号までを次のように改める。
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